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第１章 ごみ処理の現況および課題 
第１節 ごみ処理の現況 

１ ごみ処理フロー 

本市で排出される一般廃棄物は、家庭から排出される家庭系ごみ、事業活動によっ

て排出される事業系ごみ、集団回収に分類されます。 

本市のごみ処理システムをフローチャートで表すと次の図のとおりとなります。 

 

 

 

図 ごみ処理フロー（平成２６年度） 
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２ ごみ処理体制 

（１）収集・運搬体制 

本市の平成２６年度における排出形態別の収集・運搬体制は次の表に示すとおり

です。なお、本市では事業系ごみを収集していません。事業系ごみについては、事

業者自らの責任において処理を行うこととしています。また、集団回収については

家庭から排出されるものだけを対象としています。 

 

表 収集・運搬体制 

排出形態 収集・運搬 

家庭系ごみ 

収集・運搬委託業者 

市民自ら直接搬入 

米子市一般廃棄物収集運搬許可業者 

事業系ごみ 
米子市一般廃棄物収集運搬許可業者 

事業者自ら直接搬入 

集団回収 団体自ら民間リサイクル事業者に直接搬入 
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（２）分別区分 

本市の平成２６年度における排出形態別の分別区分は次の表に示すとおりです。

家庭系ごみについては５種１３分別に分類しています。 

表 家庭系ごみ 

区分 
収集ごみ 直接搬入ごみ 

回数 手数料 収集方式 手数料 搬入先 

可燃ごみ 週 2 回 62 円/枚 
ステーション 
・戸別（一部） 

195 円/10 ㎏ 米子市クリーンセンター 

不燃ごみ 月 2 回 62 円/枚 ステーション 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ 

不燃性粗大ごみ 月 2 回 62 円/枚 ステーション 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ 

資
源
物 

白色発泡スチロール・トレー 月２・３回 無 ステーション 無 米子市クリーンセンター※1 

缶・ビン類 月２・３回 無 ステーション 

174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ 

無 米子市クリーンセンター※1 

ペットボトル 月 2 回 無 ステーション 

174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ 

無 米子市クリーンセンター※1 

牛乳パック 月 2 回 無 ステーション 無 米子市クリーンセンター※1 

再利用ビン※２  月 1 回 無 ステーション 無 米子市クリーンセンター※1 

古
紙
類 

新聞・チラシ 

月 2 回 無 
ステーション 
・戸別（一部） 

無 米子市クリーンセンター※1 本・雑誌・雑がみ 

ダンボール・紙箱 

有
害
ご
み 

乾電池 

年 4 回 無 ステーション － － 

蛍光管・水銀体温計 

小型家電※３  － － － 無 － 

※１）搬入ができるのは、収集日に持ち出せない理由がある場合に限ります。 

※２）平成２４年４月から再利用ビンの収集品目が変更になっています。 

※３）平成２６年１１月から平成２７年２月まで使用済み小型家電の回収・リサイク

ルを実施していますが、国の実証事業中であるため５種１３分別には含みません。

なお、平成２７年３月以降は市の事業として引き続き実施しています。 
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表 事業系ごみ 

区  分 
直接搬入ごみ 

手数料 搬入先 

可燃ごみ 195 円/10 ㎏ 米子市クリーンセンター 

不燃ごみ 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ※１ 

不燃性粗大ごみ 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ※１ 

資
源
物 

缶 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ※１ 

ビン 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ※１ 

ペットボトル 174 円/10 ㎏ 西部広域リサイクルプラザ※１ 

古紙類※２  － 民間リサイクル事業者 

可燃ごみ（食品残さ） － 登録再生利用事業者 

※１）ただし、産業廃棄物は搬入できません。 

※２）事業系古紙類については平成２３年度から排出量を把握していますが、第２次

基本計画策定時には排出量を把握しておらず、目標値にも含まれていません。し

たがって、この章では計上しません。 

 

表 集団回収 

区分 搬入先 奨励金の額 

古紙類 民間リサイクル事業者 ４円/㎏ 

空瓶類 民間リサイクル事業者 ３円/本 

空瓶ケース類 民間リサイクル事業者 ６円/個 

金属類 民間リサイクル事業者 ３円/㎏ 

その他 民間リサイクル事業者 ３円/㎏ 
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（３）中間処理体制 

本市の平成２６年度における一般廃棄物中間処理体制及び施設能力は次の表に

示すとおりです。 

 

表 一般廃棄物中間処理体制 

区分 施設名 管理者 
運転管 

理体制 

可燃ごみ処理施設 米子市クリーンセンター 米子市 委託 

不燃ごみ等処理施設 鳥取県西部広域行政管理組合 

リサイクルプラザ 

鳥取県西部広域 

行政管理組合 
委託 

灰溶融処理施設 鳥取県西部広域行政管理組合 

エコスラグセンター 

鳥取県西部広域 

行政管理組合 
委託 

処
理
委
託 

白色発泡スチロール 

・トレー処理施設 
㈲エコプラント ㈲エコプラント － 

有害ごみ処理施設 ㈲海老田金属 ㈲海老田金属 － 

有害ごみ処理施設 野村興産㈱関西工場 野村興産㈱ － 

有害ごみ処理施設 野村興産㈱イトムカ鉱業所 野村興産㈱ － 

※事業系食品残さについては登録再生利用事業者（㈲山陰エコシステム、㈲錦海化成：

いずれも境港市）が処理しています。 

 

表 可燃ごみ処理施設 

名称 米子市クリーンセンター 

所在地 米子市河崎 3280 番地 1 

供用開始 平成１４年４月 

設備及び 

処理能力 

焼却設備 全連続燃焼式機械炉 90t/24h×３炉 

灰溶融設備 プラズマ式電気溶融炉 29t/24h×１炉 

余熱利用設備 蒸気タービン発電機 4,000kW×１基 

処理対象物 可燃ごみ 

処理方法 焼却、灰溶融 
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表 不燃ごみ等処理施設 

名称 鳥取県西部広域行政管理組合リサイクルプラザ 

所在地 西伯郡伯耆町口別所 630 番地 

供用開始 平成９年４月 

設備及び 

処理能力 

不燃ごみ・不燃性粗大

ごみ処理設備 
24.5t/日（5h） 

資源ごみ処理設備 10.0t/日（5h） 

ペットボトル処理設備 1.2t/日（5h） 

処理対象物 不燃ごみ、不燃性粗大ごみ、資源ごみ（缶・ビン類）、ペットボトル 

処理方法 破砕、選別、圧縮、梱包 

※平成２５、２６年度の基幹改良工事にともない処理能力を変更しています。 

 

表 灰溶融処理施設 

名称 鳥取県西部広域行政管理組合エコスラグセンター 

所在地 西伯郡伯耆町岸本字大成 489 番地 1 

供用開始 平成１６年４月 

設備及び処

理能力 

前処理設備 39t/日 

溶融設備 17t/日×２炉 

処理対象物 
ごみ焼却残さ、不燃物残さ、し尿汚泥焼却残さ、公共下水道汚泥焼却

残さ 

処理方法 溶融 

 

表 白色発泡スチロール・トレー処理施設 

名称 ㈲エコプラント 

所在地 米子市大篠津町 3366 番地 1 

設備及び 

処理能力 

廃発泡スチロール 

処理設備 
0.8t/日、1.92t/日 

処理対象物 白色発泡スチロール・トレー 

処理方法 溶融 
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表 有害ごみ処理施設 

名称 ㈲海老田金属 

所在地 米子市大篠津町 3331 番地 

処理対象物 有害ごみ 

処理方法 選別、梱包 

 

表 有害ごみ処理施設 

名称 野村興産㈱関西工場 

所在地 大阪市西淀川区中島二丁目 4 番 143 号 

処理対象物 蛍光管 

処理方法 破砕、選別、洗浄 

 

表 有害ごみ処理施設 

名称 野村興産㈱イトムカ鉱業所 

所在地 北海道北見市留辺蕊町富士見 217 番地 1 

処理対象物 有害ごみ（乾電池、蛍光管） 

処理方法 選別、焙焼など 

 

（４）最終処分体制 

本市の平成２６年度における一般廃棄物最終処分体制及び施設能力は次の表に

示すとおりです。 

表 一般廃棄物最終処分体制 

施設名 管理者 

環境プラント工業 

一般廃棄物第２最終処分場 

環境プラント工業㈱ 

（鳥取県西部広域行政管理組合が委託） 

 

表 最終処分場 

名称 環境プラント工業一般廃棄物第 2 最終処分場 

所在地 米子市淀江町小波地内 

埋立開始 平成５年９月 

埋立容量 489,657 立方メートル 

埋立面積 31,825 平方メートル 
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３ ごみ処理の実績 

（１）ごみ処理人口の推移 

第 2 次基本計画では、ごみ処理人口として年度末現在の行政区域内人口を使用し

ていました。しかし、全国・鳥取県・他市町村との比較を行うには、環境省が実施

する一般廃棄物処理事業実態調査で使用する１０月1日現在の人口を使用した方が

正確な比較ができることから、本計画では各年度１０月１日現在の行政区域内人口

を使用することとします。 

本市の人口は、過去１０年間でみると緩やかな減少傾向にあり、1.2％減少して

います。短期的には第２次基本計画で基準年度とした平成２２年度に対し、平成２

６年度において 0.２％の減少となっています。 

 

図 ごみ処理人口の推移 

※以前は、住民基本台帳人口と外国人登録人口を合算したものを行政区域内人口として

いましたが、平成２４年７月９日から外国人住民も住民基本台帳法の適用を受けるこ

とになり住民基本台帳人口に含まれることになったため、平成２４年度以降は住民基

本台帳人口を行政区域内人口としています。 
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（２）ごみ排出量の推移 

ごみ総排出量は、過去１０年間でみると平成１９年４月のごみ処理有料化実施を

機に大きく減少しました。短期的にみると、平成２２年度に対し平成２６年度にお

いて３.８％の減少となっています。 

 

図 ごみ総排出量の推移 

※平成２１年度から事業系食品残さを計上しています。 

 

ごみの総排出量を排出形態別にみると、家庭系ごみについてはごみ処理有料化実

施を機に大きく減少した後、微減傾向にあり、事業系ごみについては微増傾向にあ

ります。短期的には、平成２２年度に対し平成２６年度において、家庭系ごみは

1.8％の減少、事業系ごみは 6.７％の減少となっています。 

 

図 家庭系ごみと事業系ごみの排出量の推移  
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集団回収量については、平成１８年度のピーク時と比較すると大きく減少してい

ます。短期的には平成２２年度に対し平成２６年度において 8.6％の減少となって

います。 

 

図 集団回収量の推移 

※平成２２年４月から古紙類の奨励金の額が５円/㎏から４円/㎏に変更になっています。 

 

 

家庭系ごみの排出量を分別区分ごとに示したのが、次の図です。 

ごみ処理有料化を実施した、家庭系可燃ごみ・不燃ごみ・不燃性粗大ごみの排出

量については、有料化を機に大きく減少しており、同じ傾向が見られます。短期的

には、平成２２年度に対し平成２６年度において、可燃ごみは 0.3％の減少しまし

た。不燃ごみと不燃性粗大ごみは、平成２６年度に事業系の不燃ごみと不燃性粗大

ごみが大幅に減少したことから、これまで事業系として計上していた数量を家庭系

に合算したことから、平成 22 年度に対し平成２６年度において、不燃ごみは

24.8％の増加、不燃性粗大ごみは 7.3％の減少となっています。 

資源物についてはごみ処理有料化の対象外ですが、ピーク時の平成１８年度と比

較すると大きく減少しています。短期的には、平成２２年度に対し平成２６年度に

おいて約 13.6％の減少となっています。大きく減少している理由として、全国的

に新聞・雑誌の発行部数やスチール缶・ガラスびんの消費量が減少していることが

考えられます。また、近年スーパーなどの小売店で資源物の回収が行われており、

ごみ置場に出されない資源物があることも影響していると思われます。 
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図 家庭系可燃ごみの排出量の推移 

 

 

 

図 家庭系不燃ごみ・不燃性粗大ごみ・資源物の排出量の推移 
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事業系ごみの排出量を分別区分ごとに示したのが、次の図です。 

過去１０年間の事業系可燃ごみの排出量は横ばいの状態です。短期的には平成２

２年度に対し平成２６年度で 1.0％の減少となっています。 

事業系不燃ごみ・不燃性粗大ごみについては減少傾向で推移していましたが、平

成 26 年度については、これまで事業系として計上していた数量を家庭系に合算し

たため、皆減しました。 

事業系資源物は減少傾向にありましたが、近年増加しており、平成２２年度に対

し平成２６年度で 34.8％の増加となっています。 

 

 

図 事業系可燃ごみの排出量の推移 

 

 

図 事業系不燃ごみ・不燃性粗大ごみ・資源物の排出量の推移 
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（３）ごみ組成調査結果 

 可燃ごみとして収集され焼却されるごみや不燃ごみとして収集・処理され埋め立

てられるごみが、平成１９年度のごみ有料化を経てどう変化したか、また、分別す

ればリサイクルができるごみがどの程度残っているか等を把握するため、ごみの組

成を調査しました。 

 その結果は次のとおりです。 

 

① 可燃ごみの組成 

※表の数値については、四捨五入により合計が一致しない場合があります。 

１）紙類 

紙類は、湿重量比※１で可燃ごみ全体の 21.4％※２を占めており、ごみ有料化以

前の平成１７年の調査時の 35.2％に比べ、約１４ポイントの減少です。 

内訳を見ると、可燃ごみとして出されているごみの中に、さらに分別を徹底す

ればリサイクルが可能と思われる紙類が 9.7％含まれています。 

※１）湿重量比：水分を含めた重量比。 

※２）本節において％表示で示す数値はすべて湿重量比で比較した割合。 

 

２）高分子類 

高分子類（プラスチック類）は、可燃ごみ全体の 13.9％を占めており、平成

１７年度の調査時の 7.7％に比べ、約６ポイントの増加です。 

高分子類の中の内訳を見ると、リサイクルの対象となっているペットボトル、

白色トレーの混入はほとんど認められません。 

 

３）厨芥類 

厨芥類（生ごみ類）は、可燃ごみ全体の 50.9％を占めており、平成１７年の

調査時の 44.2％に比べ、約６ポイントの増加です。なお、そのうち賞味期限切

れ等により利用されないまま捨てられている食品が 3.6％含まれており、平成１

７年の調査時の 3.4％に比べ、ほぼ同じ割合となっています 

 

４）可燃ごみ以外 

金属類やガラス類及びがれき類などの可燃ごみとして出してはいけないごみは、

ほとんど含まれていません。 

 

  

 

 

 

  

◆リサイクルが可能なもの◆ 

可燃ごみとして出されているごみの中に、さらに分別を徹底すればリサイ

クルが可能と思われる紙類が 9.7％含まれています。 
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表 可燃ごみの組成（湿重量構成比） 

分         類 
家庭系可燃ごみ 

組成割合（％） 

紙類 

新聞・チラシ 3.4 

21.4 

本・雑誌 3.8 

ダンボール・紙箱 2.2 

牛乳パック 0.3 

上記以外の紙製容器包装 1.4 

紙おむつ 2.9 

その他紙類 7.4 

高分子類 

ＰＥＴボトル 0.1 

13.9 

白色トレー 0.1 

レジ袋 2.0 

プラスチック製容器包装（硬質） 1.7 

プラスチック製容器包装（軟質・発泡） 4.4 

その他プラスチック（軟質） 5.1 

その他プラスチック（硬質） 0.5 

繊維類 繊維類 4.1 4.1 

草・木類 草・木類 7.9 7.9 

厨芥類 
未利用食品 3.6 

50.9 
食べ残し・調理くず 47.3 

その他の可燃ごみ 1.3 1.3 

金属類 

スチール缶 0.0 

0.4 

その他鉄類 0.2 

アルミ缶 0.0 

その他アルミ類 0.1 

その他金属類 0.1 

ガラス類 
ビン 0.0 

0.0 
その他 0.0 

その他の不燃ごみ 0.1 0.1 

合         計 100.0 100.0 
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図 可燃ごみの組成（湿重量比） 

 

表 可燃ごみの組成（構成比）の実施年度ごとの比較 

（単位：％）  

分類/年度 H17 H20 H23 H26 

可燃系 

紙類 35.2 22.3 26.9 21.4 

高分子類 7.7 13.2 14.4 13.9 

繊維類 4.6 1.3 1.8 4.1 

草・木類 6.3 7.6 7.7 7.9 

厨芥類 44.2 55.4 47.0 50.9 

その他の可燃ごみ 0.2 0.0 2.0 1.3 

不燃系 

金属類 0.1 0.0 0.1 0.4 

ガラス類 0 0.0 0.0 0.0 

その他の不燃ごみ 1.7 0.2 0.0 0.1 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 
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図 可燃ごみの組成（構成比）の実施年度ごとの比較  
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② 不燃ごみの組成  

※表の数値については、四捨五入により合計が一致しない場合があります。 

 

１）金属類 

金属類は、不燃ごみ全体の 27.5％を占めており、ごみ有料化以前の平成１７

年度の調査時の 27.5％に比べ、増減はありません。なお、リサイクル対象物と

して収集されるスチール缶は 2.1％含まれていましたが、アルミ缶の混入は認め

られませんでした。 

 

２）ガラス類 

ガラス類は、不燃ごみ全体の 10.9％を占めており、平成１７年度の調査時の

7.2％に比べ、約４ポイントの増加です。内訳を見ると、本来はリサイクル対象

物として収集されるビン類が 4.2％含まれています。 

 

３）高分子類 

高分子類は、不燃ごみ全体の 28.1％を占めており、平成１７年度の調査時の

50.8％に比べ、約２３ポイントの減少です。内訳を見ると、リサイクルの対象と

なっているペットボトル、白色トレーの混入はほとんど認められません。 

 

４）その他の不燃ごみ 

その他の不燃ごみ（陶器くず等）は、不燃ごみ全体の 33.2％を占めており、

平成１７年度の調査時の 12.4％に比べ、約２１ポイントの増加です。 

 

５）不燃ごみ以外 

草・木類、繊維類、厨芥類（生ごみ類）などの不燃ごみとして出してはいけな

いものは、ほとんど認められません。 

 

 

 

  

◆リサイクルが可能なもの◆ 

不燃ごみとして出されているごみの中に、本来はリサイクル対象物として

収集されるスチール缶が 2.1％、ビン類が 4.2％含まれています。 
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表 不燃ごみの組成（湿重量構成比） 

分         類 
家庭系不燃ごみ 

組成割合（％） 

紙類 

新聞・チラシ 0.0 

0.0 

本・雑誌 0.0 

ダンボール・紙箱 0.0 

牛乳パック 0.0 

上記以外の紙製容器包装 0.0 

紙おむつ 0.0 

その他紙類 0.0 

高分子類 

ＰＥＴボトル 0.2 

28.1 

白色トレー 0.0 

レジ袋 0.2 

プラスチック製容器包装（硬質） 2.0 

プラスチック製容器包装（軟質・発泡） 2.6 

その他プラスチック（軟質） 0.7 

その他プラスチック（硬質） 22.3 

繊維類 繊維類 0.0 0.0 

草・木類 草・木類 0.1 0.1 

厨芥類 
未利用食品 0.0 

0.0 
食べ残し・調理くず 0.0 

その他の可燃ごみ 0.2 0.2 

金属類 

スチール缶 2.1 

27.5 

その他鉄類 5.6 

アルミ缶 0.0 

その他アルミ類 0.3 

その他金属類 19.5 

ガラス類 
ビン 4.2 

10.9 
その他 6.7 

その他の不燃ごみ 33.2 33.2 

合         計 100.0 100.0 
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図 不燃ごみの組成（湿重量比） 

 

表 不燃ごみの組成（構成比）の実施年度ごとの比較 

（単位：％） 

分類/年度 H17 H20 H23 H26 

可燃系 

紙類 0.4 0.0 0.5 0.0 

高分子類 50.8 35.7 43.1 28.1 

繊維類 0.8 0.0 0.1 0.0 

草・木類 0.6 0.0 0.5 0.1 

厨芥類 0.3 0.0 0.3 0.0 

その他の可燃ごみ 0 0.0 0.2 0.2 

不燃系 

金属類 27.5 25.7 21.5 27.5 

ガラス類 7.2 12.4 13.1 10.9 

その他の不燃ごみ 12.4 26.2 20.8 33.2 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 
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図 不燃ごみの組成（構成比）の実施年度ごとの比較 
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（４）中間処理実績 

各中間処理施設における平成２２年度から平成２６年度のごみ処理実績は次の

表に示すとおりです。 

 

表 米子市クリーンセンター処理実績 

（単位：t） 

 
H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 

及び 

焼却量 

可燃ごみ 46,716 48,404 48,472 48,217 47,767 

 米子市分 45,650 46,186 46,052 46,009 45,388 

日吉津村分 1,066 1,189 1,232 1,017 994 

大山町分 - 1,029 1,189 1,191 1,385 

中
間
処
理
後
の
量 

ダ
ス
ト
固
化
物
等 

不燃物残さ 138 152 102 110 127 

 米子市分 135 148 100 108 125 

ダスト固化物 1,363 1,587 1,406 1,224 1,291 

 米子市分 1,332 1,548 1,370 1,198 1,264 

溶融固化物 0 586 974 0 0 

 米子市分 0 571 948 0 0 

資
源
化
量 

溶融メタル 30 35 32 30 31 

 
米子市分 29 34 31 29 30 

溶融スラグ 2,964 2,225 2,308 3,043 2,902 

 
米子市分 2,896 2,169 2,248 2,977 2,841 

古紙類 14 21 24 21 20 

 
米子市分 14 21 24 21 20 

計  4,509 4,606 4,846 4,428 4,371 

 米子市分 4,406 4,491 4,721 4,333 4,280 

発電電力量（kWh） 18,014,560 19,105,150 18,781,420 19,381,210 18,537,710 

※四捨五入の都合上、合計が合わない場合があります。 

※平成２２年度からクリーンセンターに直接搬入された古紙類を直接民間リサイクル事

業者に売却しています。 
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表 鳥取県西部広域行政管理組合リサイクルプラザ処理実績 

      （単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 

処理対象ごみ※１ 4,704 4,777 4,611 4,470 3,910 

再生用資源ごみ※２ 5,198 5,064 4,858 4,658 4,398 

計 9,902 9,841 9,469 9,128 8,308 

中間処

理後の

量 

不燃物

残さ 

エ コ ス ラ グ

センターへ 
941 881 1,638 1,349 1,327 

最 終 処 分 場

へ 
2,025 2,173 1,455 1,421 1,322 

資源化量 7,092 6,881 6,656 6,344 6,011 

計 10,058 9,935 9,749 9,114 8,660 

※リサイクルプラザでは他市町村のごみも処理していますが、ここでは米子市分の処

理実績を掲載しています。 

※１）不燃ごみ、不燃性粗大ごみ、缶・ビン類、ペットボトル 

※２）古紙類、牛乳パック 

 

表 鳥取県西部広域行政管理組合エコスラグセンター処理実績 

（単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 

不燃物残さ 941 881 1,638 1,349 1,327 

し尿汚泥焼却残さ 137 149 132 129 110 

計 1,078 1,030 1,770 1,478 1,437 

中間処理

後の量 

ダスト固化物 144 137 230 164 149 

溶融固化物 159 197 702 780 612 

資源化量 306 255 243 25 0 

計 609 589 1,175 969 761 

※エコスラグセンターでは他市町村のごみも処理していますが、ここでは米子市分の

処理実績を掲載しています。 
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表 白色発泡スチロール・トレー処理施設実績（㈲エコプラント） 

（単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 59 57 54 52 49 

資源化量 53 51 48 47 44 

 

表 有害ごみ処理施設処理実績（㈱野村興産） 

（単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 61 52 50 46 46 

 乾電池 45 35 35 30 30 

蛍光管 16 16 16 16 15 

資源化量 61 52 50 46 46 

※四捨五入の都合上、合計が合わない場合があります。 

 

表 事業系食品残さ処理施設処理実績（㈲山陰エコシステム、㈲錦海化成） 

（単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 2,739 2,688 2,435 2,394 2,450 

資源化量 1,404 1,345 1,198 1,207 1,240 

 

 

＜参考数値＞ 

表 事業系古紙処理施設処理実績（㈲海老田金属） 

（単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

搬入量 － 2,912 2,930 2,940 3,639 

資源化量 － 2,912 2,930 2,940 3,639 
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（５）最終処分実績 

最終処分施設における平成２２年度から平成２６年度の処分状況は次の表のと

おりです。 

 

表 環境プラント工業一般廃棄物第２最終処分場処分実績 

（単位：t） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

焼却不適物 クリーンセンター分 135 148 100 108 125 

不燃物残さ リサイクルプラザ分 2,025 2,173 1,455 1,421 1,322 

ダスト固化物 
クリーンセンター分 1,332 1,548 1,370 1,198 1,264 

エコスラグセンター分 144 137 230 164 149 

溶融固化物 
クリーンセンター分 0 571 948 0 0 

エコスラグセンター分 159 197 702 780 612 

土砂・ガレキ 0 3 0 0 0 

計 3,795 4,777 4,805 3,671 3,472 

※最終処分場では他市町村のごみも処分していますが、ここでは米子市分の処分実績を
掲載しています。 

※四捨五入の都合上、合計が合わない場合があります。 
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（６）ごみ処理に係る経費 

① ごみ処理に係る経費と収入 

 本市の平成２６年度のごみ処理経費は、次のとおりとなっており、全体の経費

は約 25.1 億円となっています。また、ごみ処理手数料等の主な収入は、約 8.0

億円となっています。 

 

表 ごみ処理経費（平成２６年度） 

（単位：千円） 

処  理  費 その他 
管理費 

合計 
収集運搬費 中間処理費 最終処分費 計 

558,252 1,420,743 234,347 2,213,342 295,572 2,508,914 

※ 施設建設に係る経費は含みません。ただし、最終処分費は、施設建設に係る経費を
含みます。 

＜経費の内容＞ 
収集運搬費 …可燃ごみ、不燃ごみ、資源ごみ等の収集・運搬に係る経費 
中間処理費 …クリーンセンター、リサイクルプラザ、エコスラグセンター等にお

ける中間処理に係る経費 
最終処分費 …最終処分場における埋立て処分に係る経費 
その他管理費 …事務職員の人件費、ごみ減量施策、不法投棄対策、指定ごみ袋の製

造販売等に係る経費 

 

表 ごみ処理に係る主な収入（平成２６年度） 

（単位：千円） 

項  目 収  入 備  考 

ごみ処理手数料 377,767 
クリーンセンターへの直接搬入ごみの
処理手数料 

ごみ処理手数料 290,295 指定ごみ袋と収集シールの代金 

クリーンセンターの 
余熱発電電力収入 

62,741 
クリーンセンターでごみを焼却したと
きに発生する熱を利用し発電を行なっ
ている。 

可燃ごみ処理費 
負担金 

53,500 
クリーンセンターに可燃ごみを搬入し
ている大山町と日吉津村の負担金 

溶融スラグ・メタル 
売却収入 

16,195 
クリーンセンターで焼却灰を溶融処理
してできる溶融スラグと副産物である
溶融メタルの売払い収入 

合  計 800,498  



34 

 

 

② ごみ処理経費の推移 

 ごみ処理の全体経費は増加傾向にあり、主な要因は、処理処分費の増加による

ものです。 

 収集運搬費については、燃料費や人件費などの経費の増加により収集運搬に係

る委託料が増加傾向にあること、平成２６年度から小型家電リサイクル推進事業

を実施したことなどにより、平成２６年度の経費（約 5.6 億円）は平成２２年度

（約 5.4 億円）と比べて約 0.2 億円増加しています。 

 中間処理費については、クリーンセンターの維持管理費や鳥取県西部広域行政

管理組合の負担金が増加したことなどにより、平成２６年度の経費（約 14.2 億

円）は平成２２年度（約 13.2 億円）と比べて約１億円増加しています。 

 最終処分費については、水処理施設の基幹改修などにより平成２４年度から経

費が増加しており、平成２６年度の経費（約 2.3 億円）は平成２２年度と比べて

約 0.3 億円増加しています。 

 

 

図 ごみ処理経費の推移 
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第２節 数値目標の達成状況 
 第２次基本計画では、平成２２年度を基準年度、平成２７年度を目標年度として、

（１）１人１日当たりのごみ排出量（２）リサイクル率（３）最終処分率について目

標値を設定しました。第２次基本計画で取り組むこととした施策・事業を実施した結

果、達成状況は次のとおりとなりました。 

 

１ １人１日当たりのごみ排出量 

第２次基本計画では、類似団体のごみ排出量の平均値 990g を目安として、鳥取

県内市町村の平均値 953g を参考に、平成２７年度の１人１日当たりのごみ排出量

を 960g と設定しました。しかし、ごみ排出量は平成２２年度から微減にとどまっ

ており、目標達成は難しい状況です。 

 

 

図 １人１日当たりのごみ排出量の推移（家庭系ごみには集団回収含む） 

※四捨五入の都合上、合計が合わない場合があります。 

※第 2 次基本計画ではごみ処理人口として年度末現在の人口を使用しているため、平成

２２年度の数値は 1,081g（家庭系 668g、事業系 414g）となっています。 

※家庭系ごみには集団回収を含みます。 
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２ リサイクル率 

リサイクル率の目標値は、平成２７年度において 22.5％以上と設定しました。

しかし、平成２３年度より減少しています。これは、平成２３、２４年度に米子市

クリーンセンターで発生する溶融スラグの一部が有効利用できず、埋立処分したこ

とが一因であると考えられます。平成２５年度は米子市クリーンセンターで発生す

る溶融スラグの全量を有効利用できたため、リサイクル率は多少増加しました。し

かし、鳥取県西部広域エコスラグセンターで発生する溶融スラグの有効利用率につ

いては平成２３年度以降低下しています。また、古紙類などの資源物の排出量の減

少や、増加を目標としていた集団回収量が実際は減少していることなどもあり、目

標達成は難しい状況です。 

 

 

図 リサイクル率 
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３ 最終処分率 

最終処分率の目標値は、平成２７年度において 6.1％以下と設定しました。平成

２３年度に溶融固化物とダスト固化物の埋立量が増加したことにより最終処分率が

増加しましたが、不燃物残渣量が減少傾向にあること、溶融固化物の埋立量が減っ

たことで、平成２５年度には減少に転じ、平成２６年度の最終処分率は 6.1％と目

標と同じ値になっています。 

 

 

図 最終処分率 
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計 45,388

家庭系 20

計 20

家庭系 1,924

家庭系 4,366

計 4,366

計 5

焼却不適物

125
クリーンセンター資源物持込分

スラグ・メタル
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成26年度ごみ処理フロー（重量）

事業系古紙を含まない 単位：ｔ/年

ダスト固化物

可燃ごみ
1,264

家庭系 26,838

事業系 20 2,871

事業系 18,550 45,388

ダスト固化物不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

事業系

計 1,924

149

溶融固化物

613不燃性粗大ごみ

家庭系 432
スラグ・メタル

事業系
不燃物残さ

1,187
不燃物残さ事業系 114

計

資源化⑪計 432

1,327 0
缶・ビン類

1,327
家庭系

計 253
最終処分率（％） 6.1%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

3,472
ペットボトル

資源化③家庭系 247

事業系 6 6,011

1,301 1,322

家庭系 5

牛乳パック
空きびんケース類 0

家庭系 32
金属類 25

事業系

①
集
団
回
収

古紙類 627

空きびん類 4

事業系

20

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 4,366

6,011

資源化④

8,308 その他 0
計 32

② クリーンセンター古紙

657

45

紙パック 32

56,934
事業系 5 金属

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 12
家庭系 49

④ 再利用ビン

1,032

カレット 300

ペットボトル 235

プラスチック類 35

⑦ 小型家電 11

5

有害ごみ ⑧ 堆肥化 1,240
資源化⑥家庭系 46 ⑨ 紙類

49 44
⑤ 白色発泡スチロール・トレー 44

計 49
⑥ 水銀･金属類･カレット

計 46 ⑪ スラグ・メタル 0

0.00

事業系 46 45 ⑩ スラグ・メタル 2,871

事業系 12 11

小型家電

合計 10,904

資源化⑦家庭系 12

計 12

資源化⑧事業系食品リサイクル
リサイクル率（％） 19.2%

事業系 2,450 2,450 1,240
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計 829.50

家庭系 0.37

計 0.37

家庭系 35.16

家庭系 79.78

計 79.78

計 0.08

焼却不適物

2.29
クリーンセンター資源物持込分

スラグ・メタル
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成26年度ごみ処理フロー（原単位）

事業系古紙を含まない 単位：g/人・日

ダスト固化物

可燃ごみ
23.09

家庭系 490.49

事業系 0.37 52.47

事業系 339.01 829.50

ダスト固化物不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

2.71
事業系

計 35.16
溶融固化物

不燃性粗大ごみ 11.19
家庭系 7.89

スラグ・メタル
事業系

不燃物残さ 資源化⑪

不燃物残さ事業系 2.09

計

計 7.89

24.25 0
缶・ビン類

24.25
家庭系 21.69

計 4.61
最終処分率（％） 6.1%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

63.45
ペットボトル

資源化③家庭系 4.51

事業系 0.10 2.01

23.78 24.16

家庭系 0.08

牛乳パック
空きびんケース類 0.00

家庭系 0.59
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事業系
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集
団
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事業系
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事業系 0.83 0.82 ⑩ スラグ・メタル 52.47
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計 45,388

家庭系 20

計 20

家庭系 1,924

家庭系 4,366

計 4,366

計 5

焼却不適物

125
クリーンセンター資源物持込分

スラグ・メタル
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成26年度ごみ処理フロー（重量）
単位：ｔ/年

ダスト固化物

可燃ごみ
1,264

家庭系 26,838

事業系 20 2,871

事業系 18,550 45,388

ダスト固化物不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

149
事業系

計 1,924
溶融固化物

不燃性粗大ごみ 613
家庭系 432

スラグ・メタル
事業系

不燃物残さ 資源化⑪

不燃物残さ事業系 114

計
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1,327 0
缶・ビン類

1,327
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最終処分率（％） 5.7%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

3,472
ペットボトル

資源化③家庭系 247

事業系 6 6,011

1,301 1,322
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金属類 25

事業系

①
集
団
回
収

古紙類 627

空きびん類 4

事業系
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白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 12
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④ 再利用ビン

1,032

カレット 300

ペットボトル 235

プラスチック類 35

⑦ 小型家電 11

5

有害ごみ ⑧ 堆肥化 1,240
資源化⑥家庭系 46 ⑨ 紙類

49 44
⑤ 白色発泡スチロール・トレー 44
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⑥ 水銀･金属類･カレット

計 46 ⑪ スラグ・メタル 0
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第３節 施策の実施状況 
 第２次基本計画の施策の取組み状況は、以下のとおりです。 

●：実施済み 

○：今後実施予定 

 

１ 排出抑制・資源化計画 

 情報発信の推進と環境教育・環境学習の充実（第２次基本計画 p.81～） 

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

①
情
報
の
発
信 

ホームページ、広報紙、「よなご

み通信」等を活用した情報発信 
● ● ● ● ○ 

ホームページ、広報よなご、「よなごみ通信」

（年１回発行）で、ごみの量やごみ処理経費

の報告、減量・資源化の呼びかけを行ってい

る。 

各種イベントの情報発信 

● ● ● ● ○ 

市主催の「米子市環境フェスタ」、「市内一斉

清掃」、「ラムサール清掃」の情報を発信して

いる。 

リサイクルショップ等の情報発

信    ○ ○ 

リサイクルショップや洋服店を対象にリサ

イクル状況を調査する予定。情報発信につい

ては検討している。 

携帯電話を活用した市民に役立

つ情報の提供 ● ● ● ● ○ 

スマートフォンでは「ごみ分別収集カレンダ

ー」や「家庭ごみの分別・出しかた早見表」

の閲覧できるようしている。 

②
環
境
教
育
・
環
境
学
習
の
充
実 

小中学校、高校での環境学習講座

の開催 

● ● ● ● ○ 

・学校、こどもエコクラブを対象としたエコ

クッキング講習会開催している。 

・小学生を対象とした環境学習講座を開催し

ている。 

・高専の学生を対象とした環境学習講座を開

催している。 

・環境学習でエコブックを活用してもらうよ

う小学校に配布した。 

公民館等での環境学習講座の開

催 ● ● ● ● ○ 

・公民館で環境学習講座を開催。 

・その他希望があった団体に環境学習講座を

開催している。 

クリーンセンターなどのごみ処

理施設の見学の実施 
● ● ● ● ○ 

学校、自治会等が行う米子市クリーンセンタ

ーの施設の見学を受け入れている。 

ごみの収集体験など体験型学習、

親子を対象とした環境学習等の

実施 

   ● ○ 

「米子市環境フェスタ」でごみ収集車の乗車

体験実施している。 

自治会等でのごみ分別講習会の

開催 
● ● ● ● ○ 

説明会開催の要請があった自治会に対し、説

明会を実施している。 

ビデオや DVD の貸し出し  
 ● ● ○ 

環境啓発 DVD を購入し、図書館で貸し出しを

行なっている。 

大学生に対し、入学時に分別説明

会を実施 
● ● ● ● ○ 

鳥取大学の新入生に対し、入学説明会の中

で、ごみの分別説明を行っている。 

給食での食べ残しを少なくする

ような学校での取り組み ● ● ● ● ○ 

栄養士（栄養教諭・学校栄養職員）や調理員

が学校訪問を実施し、食べ残しを減らし感謝

して食べることの大切さを伝えている。 
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 ごみの発生抑制・排出抑制の推進（第２次基本計画 p.82～） 

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

①
啓
発
活
動
の
充
実
、
発
生
・
排
出
抑
制
へ
の
誘
導 

自治会、リサイクル推進員等と連

携した地域におけるごみの発

生・排出抑制の啓発活動の推進 

● ● ● ● ○ 

リサイクル推進員を対象にごみの減量・分別

に関する研修会を開催し、各地域で啓発活動

に取り組んでもらっている。 

マイバッグ運動の促進、ノーレジ

袋デーなどの広報 

● ● ● ● ○ 

・県と市町村、事業者、消費者団体で組織さ

れた「ノーレジ袋推進協議会」に参画し、毎

月１０日を「ノーレジ袋デー」と定め街頭啓

発活動を実施している。 

・ごみ情報誌「よなごみ通信」等でマイバッ

グ運動を呼びかけている。 

環境フェアの開催 

● ● ● ● ○ 

企業や市民団体と協力し、「米子市環境フェ

ア」を実施した。なお、平成２６年度からは

開催時期を秋に変更し、「米子市環境フェス

タ」として規模を拡大して実施している。 

３０リットルサイズの可燃ごみ

袋の導入の検討 

  
●   

平成２５年１０月から導入・販売している。 

②
生
ご
み
類
の
減
量
化
・
資
源
化 

家
庭
系
生
ご
み 

生ごみの水切りの促進 

● ● ● ● ○ 

ごみ情報誌「よなごみ通信」、ホームページ

において、生ごみの水切りを呼びかけてい

る。 

生ごみ処理機、処理容器の

購入費補助 
● ● ● ● ○ 

生ごみ処理機・処理容器の購入者に対して補

助金を支給している。 

ダンボールを利用した生ご

み堆肥づくりの普及促進 ● ● ● ● ○ 

「ダンボール堆肥」の作り方講習会を実施

し、希望者に堆肥作り入門セットを配布して

いる。 

生ごみの減量化・資源化の

調査・研究    ● ○ 

県・鳥取環境大学主催の「とっとり流生ごみ

コンポスト指導者養成講習会」に参加し、生

ごみ減量化について研究している。 

事
業
系
生
ご
み 

食品リサイクル法の周知

や、リサイクル方法等の情

報提供 

  

● ● ○ 

・事業者向けのガイドブックを作成し、食品

リサイクル法の周知やリサイクル方法等の

情報提供を行っている。 

   

● ○ 

・平成２６年７月から、鳥取県と連携し、「と

っとり食べきり協力店」に登録した店舗にお

いて、食べ残しの削減を推進する運動に取り

組んでいる。 
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項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

③
事
業
所
ご
み
の
排
出
抑
制 

（
１
）
事
業
所
に
つ
い
て 

事業者向けガイドブックの

作成 

  

● ● ○ 

ごみと資源物の分別方法等を掲載した事業

者向けのガイドブックを作成し、ごみの減量

化・資源化、ごみの適正処理について周知・

啓発を行っている。 

ISO14001 等の環境マネ

ジメントシステム認証制度

の情報発信・啓発 

  

● ● ○ 

平成２５年度からよなごエコブックで情報

発信・啓発を行なっている。 

事業所のごみ減量取組事例

紹介 
   ○ ○ 

他市の手法を参考に事業所の取組状況を調

査・検討する。 

米子市クリーンセンターで

の搬入監視の強化 

● ● ● ● ○ 

・計量・プラット職員に監視の強化について

指導するとともに、市職員もプラットにて

適宜監視業務を行っている。 

・平成２５年度はプラット監視員を専任で２

名雇用し、監視業務の強化を図っている。 

事業所及び収集運搬許可業

者から排出状況の実態を調

査 
● ● ● ● ○ 

・収集運搬許可業者に対し一般廃棄物等の収

集運搬量の調査を実施している。 

・平成２５年度には、米子市クリーンセンタ

ーに直接搬入している多量排出事業者の

排出状況の調査を実施し、廃棄物の減量化

を依頼している。 

収集運搬許可業者に対し

て、分別等の啓発と事業所

への啓発についての協力働

きかけ 

● ● ● ● ○ 

収集運搬業者に対して、収集したリサイクル

可能な品目については適正リサイクルで処

理するよう依頼している。 

（
２
）
販
売
店
に
つ
い
て 

トレイ等の店頭回収充実、

簡易包装等の働きかけ   ● ● ○ 

・スーパーなどの事業者に対し、店頭回収の

充実、簡易包装について依頼している。 

・エコブックの活用を依頼している。 

マイバッグ持参、ノーレジ

袋運動の取り組み促進 
● ● ● ● ○ 

平成１９年度から県と市町村、事業者、消費

者団体で組織された「ノーレジ袋推進協議

会」に参画し、マイバッグ持参、ノーレジ袋

運動を促進している。 

販売店が行うごみ減量化・

資源化に関する情報を発信    ○ ○ 
事業者から取り組み状況を情報収集し、市民

に発信する。 

（
３
）
市
の
取
り
組
み 

「環境にやさしい米子市役

所率先実行計画」、「米子市

グリーン購入調達方針」に

基づくごみの減量や再利用

商品・資源化商品の購入の

促進 

● ● ● ● ○ 

・「第３次環境にやさしい米子市役所率先実

行計画」を策定し、ごみの減量等に取り組

んでいる。         

・事務用品などを購入する際は「米子市グリ

ーン購入調達方針」に基づき、エコマーク

商品・グリーンマーク商品など再利用商

品・省資源商品を購入している。 

市の取り組みを市民・事業

者に広報 
● ● ● ● ○ 

・取り組み状況を環境白書に掲載し、ホーム

ページで公表している。 

・平成２５年度からエコブックで広報してい

る。 
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 リサイクル（再資源化）の促進（第２次基本計画 p.84～） 

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

①
分
別
排
出
の
徹
底 

市民、事業者への分別排出の徹底

の周知 

● ● ● ● ○ 

・市民に対しては、ごみ分別収集カレンダー、

ごみ情報誌「よなごみ通信」、「家庭ごみの

分別・出し方早見表」の配布、ホームペー

ジでの啓発により分別徹底の周知を図っ

ている。 

・事業所に対しては、平成２５年度にガイド

ブックを作成し配布、またホームページで

も分別排出の協力を呼びかけている。 

「ごみ分別収集カレンダー」、「家

庭ごみの分別・出し方早見表」、

ホームページによる分別ルール

の周知 

外国語版の「ごみ分別収集カレン

ダー」の整備 
● ● ● ● ○ 

自治会等の要望に応じて、簡易版分別カレン

ダーを作成、配布している。 

自治会等へのごみ分別説明会に

よる分別ルールの周知 
● ● ● ● ○ 

説明会開催の要請があった自治会に対し、説

明会を実施している。 

自治会、リサイクル推進員等と連

携した地域における分別指導、啓

発の推進 

● ● ● ● ○ 

・リサイクル推進員を対象に分別指導や啓発

方法等の研修会を開催し、地域における活

動の支援を行っている。 

・市とリサイクル推進員の連携を密にし、ご

みステーションにおける不適正排出等に

関し、啓発看板の設置や啓発文書の配布を

行っている。 

集合住宅管理者への働きかけに

よる入居者の分別排出徹底 ● ● ● ● ○ 

集合住宅管理者に、入居者へごみ分別収集カ

レンダーを配布してもらい、分別について周

知するよう依頼している。 

転入者への「ごみ分別収集カレン

ダー」配布等によるごみの出し方

の周知 

● ● ● ● ○ 

転入手続き時にごみ分別収集カレンダーを

配布し、ごみの出し方について周知してい

る。 

ごみ組成調査による分別排出達

成度の評価 ●   ●  

可燃ごみ、不燃ごみの組成調査を実施し、リ

サイクルできるものが混入していないかな

どの調査を行った。 

②
リ
サ
イ
ク
ル
事
業
の
継
続 

分別収集及び資源ごみのリサイ

クルの継続 

● ● ● ● ○ 

５種１３分別区分を設けて分別収集を継続

している。 

なお、清酒ビンについてはリサイクル先の確

保が困難であることから、平成２４年度から

「再利用ビン」ではなく「缶・ビン類」に分

別区分を変更している。 

環境フェアの活用による意識啓

発 ● ● ● ● ○ 

ごみ量のパネル展示やリサイクル工作を通

してごみの減量、リサイクルの意識啓発を図

っている。 

資源ごみ回収運動推進事業奨励

金交付制度による集団回収の支

援、広報の強化 ● ● ● ● ○ 

資源ごみ回収に取り組む団体に対し、回収量

に応じて奨励金を交付し、活動を支援してい

る。 

また、ごみ情報誌「よなごみ通信」やホーム

ページで団体の新規募集を行っている。 
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③
多
様
な
リ
サ
イ
ク
ル
ル
ー
ト
の
確
保 

スーパー等の店頭での資源回収

の取り組みやリサイクルショッ

プやフリーマーケット等の情報

発信 

 ● ● ● ○ 

スーパー等の店頭回収についてはホームペ

ージに掲載（県情報）している。 

店頭回収の拡充、利用についての

市民への啓発 

  
● ● ○ 

ごみ情報誌「よなごみ通信」において、店頭

回収の利用促進を図っている。 

公共施設などでの拠点回収の検

討 

● ● ● ● ○ 

乾電池については一部公民館、本庁舎で拠点

回収を実施している。 

平成２６年１１月から国の実証事業で小型

家電の拠点回収を行うこととなり、市役所・

公民館・クリーンセンターで回収を実施して

いる。 

古着のリサイクルの調査・研究    

○ ○ 

・リサイクルショップや洋服店を対象にリサ

イクル状況を調査予定。 

・近隣他市町村へ古着の収集・リサイクル状

況について照会予定。 

④
事
業
系
ご
み
の
資
源
化
の
促
進 

資源ごみの資源化業者の情報を

提供 

  

● ● ○ 

・事業者向けのガイドブックの中で分別区分

ごとの資源化業者等の情報提供を行って

いる。 

・特に食品リサイクル法の該当事業者に対し

ては、処理施設の案内を行っている。 

紙類の資源化拡大   

● ● ○ 

・事業者向けのガイドブックの中で紙類の減

量事例や再資源化業者等の情報提供を行

っている。 

・特に紙類を多量に排出する事業者に対して

は、処理施設の案内を行っている。 

紙おむつの別途処理の調査・研究  
●   

 米子市内の事業所の紙おむつの排出状況及

び伯耆町の事例の調査を実施した。 

 
⑤
溶
融
ス
ラ
グ
の
資
源
化
の
促
進 

 

溶融スラグの公共工事等による

利用の推進 

● ● ● ● ○ 

溶融スラグは利用業者に売却し、路盤材とし

て再生利用している。 

 

  

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 
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⑥
各
種
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
情
報
提
供 

家電リサイクル品対象品、パソコ

ンのリサイクル方法の周知 ● ● ● ● ○ 

ごみ分別収集カレンダー、「家庭ごみの分

別・出し方早見表」、ホームページ等で、対

象品と廃棄方法を周知している。 

家電等の不用品回収業者に対す

る調査・指導の実施、市民・事業

者への啓発 
● ● ● ● ○ 

・不用品回収業者を県と合同で訪問し調査・

指導している。 

・市民に対しては、広報、回覧及びホームペ

ージで啓発している 

・事業者に対してはガイドブックを作成、配

布し周知を行っている。 

法律改正等についての適切な情

報提供 

● ● ● ● ○ 

・家電リサイクル法や資源の有効な利用の促

進に関する法律（パソコンリサイクル）な

ど市民に関係の深い法律改正や料金改定

等について、適切な情報提供を行ってい

る。 

・使用済小型電子機器等の再資源化の促進に

関する法（小型家電リサイクル法）の制定

に伴って、平成２６年１１月から国の実証

事業で小型家電の拠点回収を行うことと

なり、市民に周知を図っている。 

 

２ 収集・運搬計画 

ステーション収集への統一（第２次基本計画 p.89） 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

ステーションの設置場所案の提示  ●  ○ ○ 

平成２３年度当初、８２自治会で戸別可燃ご

み置場があったため、問題点の把握のための

アンケート調査を行った。 

アンケート結果を参考にしながら７自治会

に対し、ステーション化についての協議を行

なっている。また、２自治会に対し、ステー

ションの設置場所案の提示を行なっている。 

（現在戸別可燃ごみ置場のある自治会数：６

９自治会） 

自治会長への問題点の聞き取り調査の

実施  ●  ○ ○ 

ステーション化説明会の開催 
 ● ●  ○ 

高齢化社会を踏まえたステーション化

の検討 
  ● ○ ○ 

住民主体となるステーション管理制度を導

入した自治体への視察を実施している。 

 

 高齢者等の支援・市民サービスの向上（第２次基本計画 p.90） 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

福祉施策としての高齢者等の自宅から

のごみ出し困難世帯に対する戸別収集

の実施 
● ● ● ● ○ 

高齢者や障がい者などの世帯のうち、ステー

ションへのごみの持ち出しが困難な世帯に

ついては、介護や福祉の関係機関及び自治会

等との連携を図りながら、支援策を検討する

とともに、状況に応じて戸別収集を行ってい

る。 

分解が困難なごみ等の特別収集の検討 
   ○ ○ 

近隣他市町村の取り組み状況を調査する。 

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 
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３ その他の計画 

 環境美化活動の促進（第２次基本計画 p.98） 

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

①
環
境
美
化
活
動
の
促
進 

市内一斉清掃や地域での清掃活

動などの地域における実践活動

の促進 

● ● ● ● ○ 

・市内一斉清掃や加茂川を美しくする運動連

絡協議会主催の加茂川一斉清掃の際には

ボランティア袋を支給し、活動を支援して

いる。 

・広報よなご、ホームページで市内一斉清掃

への参加の呼びかけを行っている。 

・市内一斉清掃の際に、小中学生に対しボラ

ンティア袋を支給して参加を呼びかけて

いる。 

市民、事業所、団体が実施する道

路・海岸等公共の場所のボランテ

ィア清掃の支援 
● ● ● ● ○ 

市内の道路や公園、海岸等の公共の場所をボ

ランティアで清掃する個人・団体を支援する

ため、「ボランティア袋」を支給するととも

に、ごみの収集を行っている。 

「米子市みんなできれいな住み

よいまちづくり条例」に基づいた

ごみポイ捨てや犬のフンの放置

防止の啓発 

● ● ● ● ○ 

犬のフンについては希望者に啓発シールを

配布している。また、ポイ捨てについては、

平成２５年度まで専任職員２名を雇用して

市内全域のパトロール、ポイ捨て禁止の啓

発、ポイ捨てごみの収集を行っている。 

環境美化団体などの環境保全団

体への支援 

● ● ● ● ○ 

・米子市環境をよくする会、加茂川を美しく

する運動連絡協議会に交付金・補助金を交

付している。 

・地域の環境美化に功労のあった個人・団体

に対し感謝状を贈呈している。 

行政・市民団体・ボランティア組

織・事業者などとの連携強化 

● ● ● ● ○ 

・ラムサール清掃など、国、県、ボランティ

ア団体と合同で清掃活動を行なっている。 

・加茂川を美しくする運動連絡協議会、米子

市環境をよくする会、米子地区環境問題を

考える企業懇話会幹事会などへ参画し、連

携強化を図っている。 

「ラムサール条約登録湿地中

海・宍道湖一斉清掃」などの周辺

自治体との環境保全活動 

● ● ● ● ○ 

中海・宍道湖周辺自治体と連携し、清掃活動

を実施している。 
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 不法投棄・ポイ捨ての防止（第２次基本計画 p.98～） 

項
目 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

②
監
視
・
通
報
・
処
理
体
制
の
強
化 

監視パトロールの実施と啓発看

板等の設置 

● ● ● ● ○ 

・職員による監視パトロールを実施してい

る。特に平成２５年度までは専任職員２名

を雇用し、市内全域のパトロールを実施し

た。 

・また、平成２５年度には、夜間のパトロー

ルを実施し、重点地区に啓発看板を設置し

た。 

不法投棄物への不法投棄警告シ

ールの貼付（３種類のシールを状

況に応じて効果的に使用）による

再発防止 

● ● ● ● ○ 

不法投棄物があった場合、不法投棄警告シー

ルを貼付して一定期間投棄物の掲示をし、再

発防止を図っている。 

不法投棄の多い地区に不法投棄

監視員を設置 ● ● ● ● ○ 

不法投棄多発地域を重点地区に定め、不法投

棄監視員を設置（７地区９名）し、不法投棄

監視体制の強化を図っている。 

不法投棄常習地点に監視カメラ

を設置 
● ● ● ● ○ 

不法投棄多発地域に、監視カメラを設置し、

監視体制の強化を図っている。 

広報紙、ホームページ、「よなご

み通信」等による不法投棄防止の

啓発 
● ● ● ● ○ 

・ごみ分別収集カレンダー、「よなごみ通信」

により不法投棄防止の啓発を図っている。 

・平成２５年度に不法投棄防止に関する出張

講座を行った。 

 

 海岸漂着ごみの処理（第２次基本計画 p.99） 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

住民、事業所、団体が実施する海岸の

ボランティア清掃の支援 ● ● ● ● ○ 

ボランティアで海岸清掃する個人・団体を支

援するため、「ボランティア袋」を支給する

とともに、収集を行っている。 

注射針、薬品ビン、ポリタンク等の危

険物が漂着した際の監視パトロール等

の実施 

● ● ● ● ○ 

職員によるパトロールを実施している。 
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４ 計画の周知・進行管理 

 計画の進行管理（第２次基本計画 p.101） 

 

第２次基本計画で 

取り組むこととした施策 

実施年度 

実施状況 H 

23 

H 

24 

H 

25 

H 

26 

H 

27 

情報の見える化 

● ● ● ● ○ 

ごみの量や資源化の状況、ごみ処理経費や有

料化によるごみ処理手数料の使い道などに

ついて、「よなごみ通信」やホームページで

公表している。 

米子市廃棄物減量等推進審議会への報

告 
   ● ○ 

平成２６年１１月に報告。 

廃棄物会計、一般廃棄物処理システム

の指針の活用 

   ● ○ 

「市町村における循環型社会づくりに向け

た一般廃棄物処理システムの指針」を参考

に、環境負荷面、経済面から客観的な評価を

行って、クリーンセンターの長寿命化につい

て検討している。 
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第４節 市民アンケート結果 
 ごみやリサイクルに関する市民の意識と実践状況を把握するために、平成２６年５月に

実施したアンケート調査の結果は次のとおりです。 

 

１ 調査の概要 

（１）調査項目 

１）対象者の基本属性 性別、年齢、職業、同居者人数、住宅形態 

２）質問項目 

①ごみの問題に関する意識について 

廃棄物を取り巻く諸問題について、市民の関心度を把握する。 

②ごみの有料収集について 

市民の指定袋の使用状況やごみを出す費用の負担感、有料収集の目的・効果に対す

る認識度を把握する。 

③ごみの集積所について 

リサイクル推進員の活動状況、ごみ集積所の問題点等を把握する。 

④ごみの減量・リサイクルの取り組みについて 

市民のごみの減量とリサイクルの取り組み状況を把握する。 

⑤小型家電リサイクルについて 

小型家電リサイクル法の認識度、小型家電リサイクルの実施方法の参考とする。 

⑥これからの市の施策について 

 ごみの減量とリサイクル、ごみの処理に関して、今後市が優先的に推進すべき施策

について、いくつかの具体的な例をあげ、市民が重視している項目を絞り込む。 

⑦ごみやリサイクルに関する意見 

自由意見の記述 

（２）調査方法等 

①調査対象者 自治会長 422 人、リサイクル推進員 675 人、 

米子市に居住する１８歳以上の市民３，０００人 

重複があるため発送数は 4,007 件 

②抽出方法 住民基本台帳から無作為に抽出 

③調査方法 調査票を郵送し、同封の返信用封筒による回収 

④調査期間 平成２６年 5 月 

（３）回収状況 

①回答数 １，８５１件 

②宛先不明等による返送 ２件 

③回答率 ４６．２％ 

※過去に実施したアンケート結果と比較するため、以下は無作為抽出した市民の回答

を掲載します。 
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２ 回答者の基礎データ  

回答者の基本属性（性別、年齢、職業、同居者人数、住宅形態）は、図に示すとおりで

す。 

性別  

 

年齢  

 

職業  

 

同居者人数  

 

 

  

男性 

36.0% 

女性 

64.0% 

10代 

0.7% 

20代 

4.7% 

30代 

12.7% 

40代 

15.7% 

50代 

16.6% 

60代 

23.3% 

70代以

上 

26.3% 

農林水産

業 

3.1% 

自営の商

工･サービ

ス業 

5.7% 

自由業 

1.7% 

会社員、

団体職員

等 

20.0% 

公務員、

教員等 

6.0% 

専業主

婦、主夫 

18.6% 

パート･ア

ルバイト 

13.6% 

学生 

1.3% 

無職 

26.0% 

その他 

4.0% 

1人 

9.2% 

2人 

31.1% 

3人 

23.3% 

4人 

19.1% 

5人 

8.7% 

6人 

5.4% 

7人 

2.3% 8人 

0.6% 

9人 

0.0% 10人 

0.1% 
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住宅形態  

 

 

  

一戸建て 

78.4% 

共同住宅

（アパー

ト・マン

ション等） 

19.5% 

店舗・事務

所付住宅 

1.0% 

その他 

1.2% 
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３ ごみの問題に関する意識 

 調査の結果、85.4％の市民がごみの問題に対して関心を持ち、特にポイ捨てや不法投棄

ごみによる環境への影響が最も問題であると考えています。 

 ごみを取り巻く様々な問題の解決や、天然資源の消費抑制については、市民の 29.5％

がごみを分別し、リサイクルを進める（リサイクル）することをあげています。次いで、

ごみの発生量自体を減らす（リデュース、26.4％）、何度でも使える製品を作り、再使用

する（リユース、24.4％）ことが有効な手段であるとしています。 

 ごみになるものを家庭に持ち込まない（リフューズ）という回答（8.0％）を加え、４R

と比較するとリフューズ 8.0％、リデュース 26.4％、リユース 24.4％、リサイクル 29.5％

となり、ごみを減らす意識よりも、再使用、再資源化の意識のほうが高いことがわかりま

した。 

 

【問１】ごみ問題について関心はありますか 

Ｈ１７年度、Ｈ23 年度実施アンケートの結果との比較 

項目 
H17 
回答数 

H23 
回答数 

今回 
回答数 

大いに関心が
ある 

360 255 316 

ある程度関心
がある 

479 589 644 

あまり関心が
ない 

56 58 68 

全く関心がな
い 

3 11 9 

どちらともい
えない（わか
らない) 

18 29 32 

無回答 23 32 54 

計 939 974 1,123 

 

  

28.1% 

57.3% 

6.1% 

0.8% 

2.8% 

4.8% 

26.2% 

60.5% 

6.0% 

1.1% 

3.0% 

3.3% 

38.3% 

51.0% 

6.0% 

0.3% 

1.9% 

2.4% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今回 

Ｈ23 

Ｈ17 
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【問２】ごみに関する次のような問題をどう感じているか。 

市民が「大いに問題がある」と考える上位３項目 

項     目 回答率 

ポイ捨てごみや不法投棄ごみによる環境への影響 63.5% 

将来的な最終処分場の不足 50.4% 

地球温暖化や天然資源の減少 48.6% 

 

 

【問３】リフューズ（発生抑制）、リデュース（ごみを減らす）、リユース（再使用）、リサ

イクル（再資源化）が社会的に求められていますが、様々なごみについての課題の

解決や天然資源の消費抑制に向けて、社会全体の取り組みで最も有効な手段は何だ

と思いますか。 

 

Ｈ23 年度実施アンケートの結果との比較 

項   目 
Ｈ23 
回答数 

今回 
回答数 

ごみになるものを家庭に持ち
込まない 

69 90 

ごみの発生量自体を減らす 259 296 

何度でも使える製品を作り、
再使用する 

304 274 

ごみを分別し、リサイクルを
進める 

274 331 

よくわからない 37 40 

その他 18 16 

無回答 13 76 

計 974 1,123 

 

  

8.0% 

26.4% 

24.4% 

29.5% 

3.6% 

1.4% 

6.8% 

7.1% 

26.6% 

31.2% 

28.1% 

3.8% 

1.8% 

1.3% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

今回 

Ｈ23 
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４ ごみの有料収集について 

 現在の有料指定袋・収集シールによるごみの収集については、「ごみの減量化につながっ

ている」、「ごみ問題への意識や関心が高まる」、「ごみの分別が徹底され、リサイクルが進

む」等、有料化には一定の効果があったという意見の占める割合が高い反面、不法投棄・

ポイ捨てごみが増えることを懸念する声も 26.9％ありました。 

 また、有料収集による費用負担については、市民の 54.4％が負担を感じており、負担

を感じていない市民（40.2％）を上回っています。 

 また、今後の有料収集の対象品目について市民の考えを尋ねたところ、現行の可燃・不

燃・不燃性粗大ごみが 66.7％と最も多くなっていますが、資源ごみも含めるという回答

が 18.3％、有害ごみを含む全てのごみとする回答も 9.8％ありました。 

 

【問４】有料指定袋・収集シールによるごみの収集についてどのようにお考えですか。 

Ｈ23 年度実施アンケートの結果との比較（回答者数に対する割合） 

項   目 
Ｈ23 
回答数 

今回 
回答数 

ごみの減量化につながって
いる 

374 469 

ごみの分別が徹底され、リサ
イクルが進む 

321 438 

ごみ問題への意識や関心が
高まる 

411 445 

ごみを多く出す人が、多くお
金を支払う仕組み（応分の負
担）となっている 

273 378 

ごみの量に応じて費用を負
担するため、ごみを減らす努
力が報われている 

325 406 

集めたお金が、ごみの処理や
リサイクルを進めるための
費用として活用されている 

127 176 

不法投棄ごみやポイ捨てご
みが増える 

254 302 

その他 24 41 

回答者数 974 1123 

  

41.8% 

39.0% 

39.6% 

33.7% 

36.2% 

15.7% 

26.9% 

3.7% 

38.4% 

33.0% 

42.2% 

28.0% 

33.4% 

13.0% 

26.1% 

2.5% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今回 

Ｈ23 
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【問５－２】可燃ごみと不燃・不燃性粗大ごみを出すためにかかる費用を、どの程度負担

に感じていますか。 

Ｈ23 年度実施アンケートの結果との比較 

項目 
H23 
回答数 

今回 
回答数 

全く負担を感じていない 76 93 

ほとんど負担を感じてい
ない 

341 358 

やや負担を感じる 434 502 

かなり負担を感じる 99 109 

無回答 24 61 

計 974 1,123 

 

 

【問６】仮に今後、有料収集の対象品目を見直しするとした場合、あなたのお考えに近い

ものを選んでください。 

Ｈ23 年度実施アンケートの結果との比較 

項  目 
H23 
回答数 

今回 
回答数 

これまでどおり可燃ごみ、
不燃ごみと不燃性粗大ご
み 

651 749 

可燃ごみ、不燃ごみ、不燃
性粗大ごみと缶・ビン類や
古紙類などの資源ごみ 

190 206 

有害ごみも含め全てのご
み 

82 110 

その他 21 33 

無回答 30 25 

計 974 1,123 

 

  

8.3% 

31.9% 

44.7% 

9.7% 

5.4% 

7.8% 

35.0% 

44.6% 

10.2% 

2.5% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今回 

H23

66.7% 

18.3% 

9.8% 

2.9% 

2.2% 

66.8% 

19.5% 

8.4% 

2.2% 

3.1% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今回 

H23
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５ ごみの集積所について 

ごみ集積所での分別の啓発については、「いつもされている」と「ときどきされている」

で 48.0％となっています。また、ごみの集積所の問題点については、「特に問題ない」が

56.3％となっていますが、「カラス等の動物による散乱がある」、「イエローシールを貼ら

れて残ったごみが多い」といった意見も 26.3％ありました。 

 

【問８】ごみの集積所でリサイクル推進員などが分別の指導啓発をされていますか。 

項  目 回答数 割合 

いつもされている 341 30.4% 

ときどきされている 198 17.6% 

何もされていない 265 23.6% 

わからない 284 25.3% 

無回答 35 3.1% 

計 1,123 100.0% 

 

 

【問９】利用されているごみの集積所について、なにか問題がありますか。 

項   目 回答数 
回答者数に 
対する割合 

ごみが多いため集積
所に収まらない 

22 2.0% 

カラス等の動物によ
る散乱がある 

181 16.1% 

イエローシールを貼
られて残ったごみが
多い 

114 10.2% 

特に問題はない 632 56.3% 

その他 90 8.0% 

回答者数 1,123 100.0% 

 

  

いつも

されて

いる 

30.4% 

ときど

きされ

ている 

17.6% 

何もさ

れてい

ない 

23.6% 

わから

ない 

25.3% 

無回答 

3.1% 

2.0% 

16.1% 

10.2% 

56.3% 

8.0% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
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６ ごみの減量・リサイクルの取り組みについて 

 ごみの減量やリサイクルの取り組みについての質問では、50.5％の市民が「意識はある

が、ある程度しか取り組んでいない」と回答し、平成２３年度の調査結果（57.9％）と比

較して約７ポイント低くなっていますが、「いつもごみの減量に取り組んでいる」と回答し

た市民は 30.4％となっており、平成２３年度の調査結果（24.9％）と比較して約５ポイ

ント高くなっています。 

このことから、日常において、80.9％の市民が何らかの取り組みをしており、いつもご

みの減量に取り組んでいる市民が増えていることがわかりました。 

 一方、「取り組んでいない」と回答した市民の割合は 15.5％で、平成２３年度の調査結

果（16.4）％とほぼ同じ割合となりました。 

 市民の日ごろの取り組み状況について具体的に例をあげた質問のうち、「いつもする」と

いう回答が多かったのは、「生ごみの水切りをする」、「詰め替え製品を選ぶ」、「食品の賞味・

消費期限に気をつける」の順でした。 

 

【問１０】日ごろから、ごみの減量やリサイクルに取り組んでいますか。 

Ｈ１７年度、Ｈ23 年度実施アンケートの結果との比較 

項   目 
H17 
回答数 

H23 
回答数 

今回 
回答数 

特にごみのことを意識して
おらず、ごみの減量やリサイ
クルに取り組んでいない 

29 39 36 

ごみの減量やリサイクルに
ついての意識はあるが、取り
組んでいない 

158 121 138 

ごみの減量やリサイクルに
ついての意識はあるが、ある
程度しか取り組んでいない 

491 564 567 

いつもごみの減量に取り組
んでいる 

220 243 341 

無回答 26 7 41 

わからない（H17 のみ） 14 － － 

計 937 974 1,123 

 

  

3.2% 

12.3% 

50.5% 

30.4% 

3.7% 

4.0% 

12.4% 

57.9% 

24.9% 

0.7% 

3.1% 

16.9% 

52.4% 

23.5% 

2.8% 

1.5% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

今回 

H23

H17
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【問１２】ごみの減量・リサイクルの具体的な日ごろの取り組み状況について 

市民が「いつもする」取り組みの上位５項目 

項     目 回答率 

生ごみの水切りをする 63.4% 

詰め替え製品を選ぶ 57.9% 

食品の賞味・消費期限に気をつける 57.3% 

家電製品などを購入するときは、耐久性や保証内容、修理体
制などを考慮する 

48.3% 

物を買い換える時、お店で引き取りや下取りができる場合は
利用する 

42.0% 
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７ 小型家電リサイクルについて 

 平成 25 年度から施行された小型家電リサイクル法については、66.3％の市民が「知ら

なかった」と回答し、小型家電リサイクルの取り組みについては、62.3％の市民が「よい

取組みなので実施すべきだ」と回答しました。 

 小型家電の回収への協力については、「ボックス回収」が 55.9％、「ステーション回収」

が 44.6％となりました。 

 

【問１６】レアメタル等の有用な金属の国内再資源化を図るため、平成 25 年 4 月に小型

家電リサイクル法が施行されましたが、ご存知でしたか。 

項目 回答数 

知っていた 344 

知らなかった 745 

無回答 34 

計 1,123 

 

【問１８】小型家電リサイクルに対してどのようなお考えをお持ちですか。 

項   目 回答数 

よい取組みなので実施すべ
きだ 

700 

住民に負担がかかるので実
施すべきではない 

45 

どちらともいえない 282 

その他 20 

無回答 76 

計 1,123 
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で実施すべ
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どちらとも

いえない 
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【問２１】どのような方法であれば小型家電の回収に協力できますか。 

回答率は回答者数に対する割合 

項目 回答数 

ボックス回収 628 

集団回収 255 

イベント回収 307 

市の施設への持込み 191 

ステーション回収 501 

わからない 46 

その他 17 

回答者数 1,123 

 

  

55.9% 

22.7% 

27.3% 

17.0% 

44.6% 

4.1% 

1.5% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
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８ これからの市の施策について 

 市民が、今後市の施策として必要と考えるものは、「分解が困難なごみの特別収集」が

50.4％と最も高く、次いで「店頭や公共施設における資源物の回収ボックス等を増やす」

（39.9％）、「自治会のごみステーション設置や改修を支援する」（30.1％）などとなって

います。 

 また、「不法投棄ごみやポイ捨てごみ対策を強化する」（29.6％）、「マイバッグ等の持参

によるレジ袋削減」（24.7％）、高齢者や障がい者等のごみ持ち出し支援（24.4％）に取

り組むべきという意見も多くありました。 

 

【問２３】今後、ごみの減量とリサイクル、ごみの処理などに関して必要な市の取り組み

は何だと思いますか。あなたのお考えにもっとも近いものを選んでください。 

回答率は回答者数に対する割合 

項   目 
H23 
回答数 

今回 
回答数 

分別収集品目を増やす 28 48 

分別収集の回数を増やす（H23
のみ） 

140 - 

自治会のごみステーション設
置や改修を支援する 

211 338 

店頭や公共施設における資源
物の回収ボックス等を増やす 

281 448 

マイバッグ等を持参するよう
に呼びかけ、レジ袋を削減する 

218 277 

集団回収団体への奨励金など
の支援を充実する（H23 のみ） 

52 - 

生ごみ処理機等の購入費用の
補助金を充実する（H23 のみ） 

150 - 

ダンボール箱による生ごみ堆
肥化を推進する（H23 のみ） 

70 - 

市民が学習できる機会を増や
す 

46 57 

市民に対する広報活動を充実
する 

80 142 

高齢者や障がい者等に対する
ごみの持ち出しを支援する 

211 274 

分解が困難なごみの特別収集
を実施する 

419 566 

不法投棄ごみやポイ捨てごみ
対策を強化する 

362 332 

不用品の交換会を行う 112 111 

その他 34 43 

回答者数 974 1,123 
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5.1% 
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第５節 ごみ処理の課題 
 他団体との比較、第２次基本計画の目標の達成状況を踏まえると、主な課題は以下のと

おりと考えられます。 

 

１ 国、県、類似団体との比較 

 国の循環型社会形成推進基本計画等と比較すると、ごみ排出量の削減については、概

ね国の目標を達成できる状況となっていますが、リサイクル率については、国の目標を

達成できない見込みです。なお、リサイクル率については、国全体でも増加傾向が見ら

れない状況となっています。 

 県の廃棄物処理計画と比較すると、ごみ排出量、リサイクル率、最終処分率とも目標

を達成できない状況となっています。なお、鳥取県全体でも、県の目標値を達成できて

いない状況となっています。また、県内市町村と比較すると、生活系ごみと事業系ごみ

の排出量は改善が見られるものの全体では平成２５年度実績で１９市町村中１７番目と

なっており、平成２１年度実績から変化はありません。 

 類似団体と比較すると、全体のごみ排出量は平均値に近い値となっており、生活系ご

みについては、類似団体の平均値より低い値となっています。ただし、事業系ごみにつ

いては、類似団体の平均値より高い値となっています。 

※ 詳細は、別冊資料に掲載 

 

２ 家庭系ごみの課題 

 家庭系ごみの排出量は、類似団体と比較して減量が進んでいますが、世帯数の増加に

より、第２次基本計画の目標値は達成できない状況となっています。 

 特に、可燃ごみの５割を占める生ごみの減量化が進んでいません。 

 

３ 事業系ごみの課題 

米子市クリーンセンターに事業所が直接搬入するごみは把握できていますが、許可業

者を通じて搬入されるごみについては、事業者、排出量、ごみの種類などの正確な把握

ができていません。 

類似団体と比較して事業系ごみの排出量が多い傾向となっており、第２次基本計画の

目標値は達成できない状況となっています。 

 

 

４ リサイクル率、最終処分率の課題 

 リサイクル率は、資源物及び集団回収の量が減少している等のため、近年横ばいで推

移しており、第２次基本計画の目標値は達成できない状況となっています。 

 最終処分率は、第２次基本計画の目標値に近くなっています。 
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５ 中間処理施設の課題 

 米子市クリーンセンターは、平成１４年度に供用開始し、平成２７年度末で稼動後１

４年が経過して施設の設備・機器に経年的な劣化が生じており、計画的な対策が必要と

なっています。 

 鳥取県西部広域行政管理組合エコスラグセンターの処理物は減少傾向にあり、さらに、

焼却残さは米子市クリーンセンターにおける共同処理（境港市、日吉津村、大山町の一

部）により減少する見込みとなっています。また施設の老朽化により基幹的設備の更新

が必要となり、処理量あたりの処理コストは急増し、施設の維持運営が困難となると見

込まれています。 

 

６ 最終処分場の課題 

 平成５年に建設した当初は、最終処分場の埋立て期間を１５年と計画していましたが、

各種リサイクル法の制定、各市町村のごみの減量化や鳥取県西部広域行政管理組合リサ

イクルプラザ及びエコスラグセンターによる埋立物の再資源化、減容化により、埋立て

完了は約１０年後と見込まれており、現在の最終処分場の埋立て完了に伴う次期最終処

分場の確保が大きな課題となっています。 
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第２章 人口・ごみ排出量の将来推計 
第１節 人口の将来予測 

１ 米子市人口ビジョン 

 平成２７年７月に策定した「米子市人口ビジョン中間とりまとめ」では、平成３２年

度（2020 年）の人口を１４６，２０４人と推計しています。 

 

表 米子市目標人口（米子市人口ビジョン） 

年 
H22 

（2010） 

H27 

（2015） 

H32 

（2020） 

H37 

（2025） 

H42 

（2030） 

H47 

（2035） 

H52 

（2040） 

総人口（人） 148,271 147,776 146,204 144,412 142,625 140,390 137,972 

 

 

図 米子市目標人口（米子市人口ビジョン） 

 

２ ごみ処理人口の将来予測 

 人口ビジョンは、国勢調査の人口から推計をしていますが、環境省が実施する一般廃

棄物処理実態調査は、住民基本台帳の人口を使用します。国勢調査と住民基本台帳の人

口は異なることから、この計画における平成 32 年度のごみ処理人口を 148,251 人と

推計します。 
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表 ごみ処理人口の将来予測 

（単位：人） 

年 

実  績 推  計 

H17 

（2005） 

H22 

（2010） 

H27 

（2015） 

H32 

（2020） 

ごみ処理人口 

（10 月 1 日現在住民基本台帳人口、

外国人含む） 

151,785 150,227 149,652 148,251 

国勢調査人口・人口ビジョン 149,584 148,271 147,776 146,204 

※ 住基/国調・人口ビジョン 

H17 151,785/149,584＝1.015 

H22 150,227/148,271＝1.013 

H27 149,652/147,776＝1.013 

 

 

図 ごみ処理人口の将来予測 

  

151,785 
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140,000
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第２節 ごみ排出量の将来推計 

 過去のごみ排出量の実績を参考に、ごみ排出量の推計を行ないます。 

 

１ ごみ排出量（排出原単位）の将来推計 

 「ごみ処理施設構造指針解説」（厚生省水道環境部監修）には、「一次式（一次傾向線）」、

「二次式（二次傾向線）」、「一次指数曲線」、「べき乗曲線」、「ロジスティック式」の５

式が示されていますが、現実な推計を行うことができると考えられる「一次式（一次傾

向線）」、「対数式」のうち、最も現実的な推移であると考えられる推計式を採用しまし

た。 

 排出原単位として、1 人 1 日あたりの排出量（ｇ/人・日）を用いています。 

推計の詳細は、別添資料のとおりです。 
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表 ごみ排出量（排出原単位）の将来推計 

（単位：g/人･日） 

 実績 推計 

年度 H22 H26 H32 

家
庭
系 

可燃ごみ 490.75 490.49 494.89 

不燃ごみ 28.11 35.16 36.19 

不燃性粗大ごみ 8.50 7.89 7.71 

資
源
物 

白色発泡スチロール・トレー 1.08 0.90 0.83 

缶・ビン類 23.31 21.69 21.10 

ペットボトル 4.66 4.51 4.42 

牛乳パック 0.66 0.59 0.56 

再利用ビン 0.56 0.08 0.04 

古
紙
類 

新聞・チラシ 49.01 40.56 33.56 

本・雑誌・雑がみ 28.97 24.68 23.21 

ダンボール・紙箱 16.16 14.54 13.87 

クリーンセンター分 0.25 0.37 0.37 

小型家電 0.00 0.22 0.57 

有
害 

ご
み 

乾電池 0.82 0.55 0.61 

蛍光管・水銀体温計 0.29 0.28 0.26 

小  計 653.13 642.52 638.19 

事
業
系 

可燃ごみ 341.78 339.01 339.98 

不燃ごみ 18.98 0.00 0.00 

不燃性粗大ごみ 0.61 0.00 0.00 

資
源
物 

缶・ビン類 1.53 2.09 1.47 

ペットボトル 0.09 0.10 0.09 

古紙類 0.00 66.51 68.07 

可燃ごみ（食品残さ） 49.95 44.78 47.42 

小  計 412.94 452.49 457.03 

事業系古紙及び食品残さを除く小計 362.99 341.21 341.54 

集
団
回
収 

古紙類 12.53 11.47 10.35 

空瓶類 0.12 0.08 0.05 

空瓶ケース類 0.01 0.00 0.00 

金属類 0.46 0.46 0.38 

その他 0.00 0.00 0.00 

小  計 13.12 12.01 10.78 

合   計 1,079.19 1,107.02 1,106.00 

事業系古紙及び食品残さを除く合計 1,029.24 995.74 990.51 
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 ごみ排出量（排出原単位）の推計値は、図に示すとおりです。 

 家庭系、事業系とも、排出量は横ばいで推移すると見込まれます。 

 集団回収は、減少すると見込まれます。 

 

図 ごみ排出量（排出原単位）の将来推計 

 

 

２ ごみ総排出量の将来推計 

 ごみ処理人口の将来予測とごみ排出量（排出原単位）の将来推計を基に求めた平成 32

年度におけるごみ総排出量は、53,745 トン※となります。 

 人口減少とごみの減量効果により、家庭系ごみ、事業系ごみ、集団回収とも減少する

ことが見込まれます。 

 ※事業系古紙、事業系食品残さを除く値 
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表 ごみ排出量（年間総量）の将来推計 

（単位：ｔ/年） 

 実績 推計 

年度 H22 H26 H32 

家
庭
系 

可燃ごみ 26,909 26,838 26,779 

不燃ごみ 1,541 1,924  1,958 

不燃性粗大ごみ 466 432  417 

資
源
物 

白色発泡スチロール・トレー 59 49  45 

缶・ビン類 1,278 1,187  1,142 

ペットボトル 255 247  239 

牛乳パック 36 32  30 

再利用ビン 31 4  2 

古
紙
類 

新聞・チラシ 2,687 2,219  1,816 

本・雑誌・雑がみ 1,588 1,350  1,256 

ダンボール・紙箱 886 796  750 

クリーンセンター分 14 20  20 

小型家電 0 12  31 

有
害 

ご
み 

乾電池 45 30  20 

蛍光管・水銀体温計 16 15  14 

小  計 35,813 35,157 34,533 

事
業
系 

可燃ごみ 18,741 18,550  18,397 

不燃ごみ 1,040 0 0 

不燃性粗大ごみ 33 0 0 

資
源
物 

缶・ビン類 84 114  80 

ペットボトル 5 6  5 

古紙類 0 3,639 3,683 

可燃ごみ（食品残さ） 2,739 2,450  2,566 

小  計 22,642 24,753 24,731 

事業系古紙及び食品残さを除く小計 19,903 18,670 18,481 

集
団
回
収 

古紙類 687 627  560 

空瓶類 6 4  3 

空瓶ケース類 0 0  0 

金属類 25 25  21 

その他 0 0  0 

小  計 719 657 583 

合   計 59,174 60,567 59,847 

事業系古紙及び食品残さを除く合計 56,435 54,484 53,598 
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図 ごみ排出量（年間総量）の将来推計 
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第３章 基本方針 
 

 本計画では、本市における循環型社会の構築を進展させ、環境負荷の低減を図るため、

次の基本方針を定めます。 

 

（Ⅰ）４Ｒの推進 

持続可能な循環型社会の実現のため、大量生産、大量消費、大量廃棄型の従来の社会

のあり方やライフスタイルを見直し、社会における物質循環を確保することにより、天

然資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り低減される、循環型社会への転換

を、さらに進めていく必要があります。更なるごみの削減（リフューズ（断る）・リデ

ュース（減量化））に努めるとともに、リユース（再使用）・リサイクル（再生利用）を

推進していきます。 

 

（Ⅱ）環境教育、普及啓発の充実 

循環型社会の形成のためには、市民、事業者、行政が連携・協働して問題の解決に向

けて取り組む必要があります。そのために、市民、事業者等への情報発信、環境教育の

充実を図ります。 

 

（Ⅲ）低炭素社会との調和 

今日、地球温暖化対策の実施が喫緊の課題であることを踏まえ、低炭素社会との統合

の観点にも配慮して取組を進めていく必要があります。引き続き米子市クリーンセンタ

ーにおける熱回収を進めるとともに、レジ袋削減による温室効果ガスの発生抑制等に取

り組みます。 

 

（Ⅳ）廃棄物の適正処理 

循環型社会の形成のために、環境負荷が低減されるごみ処理体制の整備に努めます。

また、不法投棄・ポイ捨てなどの不適正処理の防止、災害廃棄物及び海岸廃棄物の処理

体制の整備を目指します。 

 

（Ⅴ）広域連携の推進 

 市町村単位のみならず、地域において安定的かつ効率的な廃棄物処理システムの構築

を進めていく必要があり、近隣市町村の一般廃棄物の排出動向を見据え、必要な廃棄物

処理施設の整備を計画的に進めていく必要があります。また、そのなかでストックマネ

ジメントの手法を導入し、既存の廃棄物処理施設の計画的な維持管理及び更新を推進し、

施設の長寿命化･延命化を図ります。 
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第４章 施設整備計画 
第１節 米子市クリーンセンター基幹的設備改良事業  

１ 施設の現状  

米子市クリーンセンターは、平成 14 年 4 月より稼働開始し、米子市及び日吉津村並び

に大山町の一部の可燃ごみ処理を担っています。さらに、平成 28 年度からは、境港市の

可燃ごみの受け入れを開始する予定です。 

本施設は、適切な保全管理を行ってきましたが、稼働開始後 13 年（平成 27 年 3 月末

現在）が経過して施設の設備・機器に経年的な劣化が生じており、計画的な対策が必要と

なっています。 

２ 事業の目的  

 基幹的設備改良工事（DCS（分散制御システム）及び電気計装設備の更新並びに老朽化

したクレーン等の主要設備の更新又は修繕）を行なうことによって、本施設の稼動目標年

度である平成４３年度まで施設延命化を図りながら、計画的かつ安定的に施設を稼動させ

ることを目的とするものです。 

３ 事業の期間  

本市では、今後も本施設を継続して運営していく計画であり、施設の性能を長期的に維

持するため、効果的に本施設を保全管理するとともに、主要機器の改良・更新を含む改修

を平成 28 年度から 31 年度の４ヵ年で行って延命化を図ります。 

 

年 度 

（経過年数） 

Ｈ14 

(1) 

Ｈ15 

(2) 

～  

Ｈ25 

(12) 

Ｈ26 

(13) 

Ｈ27 

(14) 

Ｈ28 

(15) 

Ｈ29 

(16) 

Ｈ30 

(17) 

Ｈ31 

(18) 

Ｈ32 

(19) 

Ｈ33 

(20) 

～  

Ｈ41 

(28) 

H42 

(29) 

H43 

(30) 

計 画 

     
 

 
 

 

長
寿
命
化
計
画
策
定 

           

図 施設計画 

  

稼 動 期 間 

 

基幹的設備改良事業 
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４ 基幹的設備改良工事の内容及び効果  

 米子市クリーンセンターの基幹的設備改良工事の内容及び効果は、以下のとおりです。 

項目 目 標 改良の概要 改良内容 

信
頼
性
・
安
定
性
の
向
上 

稼働率・施設機

能の維持 

施設保全計画に基づき改良

する設備・機器を抽出 

設備・機器の計画的な改良の実

施 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化 

消費電力量削減 

Ａ．消費電力量削減技術の採

用 

高効率機器（高効率モーターな

ど）や省電力機器（インバータ

ーなど）の採用、灰溶融設備(電

気式)の休止、受配電設備やバグ

フィルタ加温ヒータの改善な

ど、消費電力量を直接的に削減

できる技術を導入して省エネル

ギー化を図ります 

Ｂ．燃焼空気量や排ガス量の

低減による省エネルギー

化技術の採用 

燃焼制御の改善により、送風量

(空気・排ガス)を減少させ、送

風機の消費電力量を削減して省

エネルギー化を図ります 

Ｃ．機器統合による省エネル

ギー化技術の採用 

使用目的が類似した機器(排ガ

ス分析計など)の統合により、消

費電力量を削減して省エネルギ

ー化を図ります 

延命化対策に伴う 

二酸化炭素削減率 
48.1％ 

 

５ 基幹的設備改良工事に伴う変更点  

現在、焼却灰の溶融スラグ化により焼却灰の再資源化を行っていますが、今後は、灰溶

融設備を休止し、焼却灰をセメント原料化することによって、引き続き、焼却灰の再資源

化を推進します。 

 

  

年度 H14 H15 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43

(経過年数) （1） （2） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）
～

計　画

長
寿
命
化
計
画
策

定

延
命
化
目
標
年

基幹的設備改良工事

稼働期間

年度 H14 H15 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43

(経過年数) （1） （2） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）
～

計　画

長
寿
命
化
計
画
策

定

延
命
化
目
標
年

基幹的設備改良工事

稼働期間
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第２節 （仮称）プラスチック選別施設整備事業  

１ 施設の現状  

 鳥取県西部広域行政管理組合エコスラグセンターの処理物は減少傾向にあり、さらに焼

却残さは米子市クリーンセンターにおける共同処理により減少する見込みとなっています。

また、エコスラグセンターの老朽化により基幹的設備の更新が必要となり、処理量あたり

のコストは急増し、維持運営が困難となると見込まれます。 

 加えて、不燃残さは、プラスチック類が６割程度含まれており、エコスラグセンターで

の処理を行わず埋立処分とした場合、埋立地の負担増となります。 

 エコスラグセンターのあり方に関しては、「エコスラグセンターのあり方についての検討

結果報告書」（平成２５年１２月、エコスラグセンターおよび最終処分場のあり方検討会）

に以下のように示されています。 

≪検討結果≫ 

①エコスラグセンターは、平成２７年度末をもって運転を停止する。 

②当該施設の溶融処理停止後は、プラスチック選別処理施設に機能転換する。 

③プラスチック選別処理施設は、平成２９年度の稼動予定とする。 

 

２ 事業の目的  

 エコスラグセンターをプラスチック選別処理施設に機能転換する事業は、不燃物残さに

含まれるプラスチック類を回収して再資源化することで、天然資源の消費抑制及び環境負

荷の低減、並びに最終処分量の削減による最終処分場の延命化など、循環型社会の形成に

資することを目的とします。 

 

３ 施設の規模  

 本施設の公称処理能力は、将来の必要処理量の見込み値を基に、「ごみ処理施設整備の計

画設計要領 2006 改訂版」に示される算出方法を用いて算定します。 

 施設整備計画目標年度における不燃物残さ見込み量は、2,615t/年となっており、これ

を基に、本施設の処理能力を 10t/日とします。 

施設規模 ＝ 2,615t/年÷365 日÷実稼働率（0.7） 

     ＝ 10.23t/日 

     ≒ 10t/日 

 ※処理量が減少していることを鑑み、切捨てを原則とする。 

 

４ 処理対象物の性状  

 処理対象物である不燃物残さには、プラスチック類が多く含まれており、RPF

（Refuse Paper ＆ Plastic Fuel の略）原料としての利用が見込まれます。RPF は、

プラスチックや古紙類等を固形燃料に成型したものであり、製紙会社等において燃料利

用されています。 
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 処理対象物となる不燃残さ（エコスラグセンターでの前処理後のもの）の組成は、プ

ラスチック 59.2％、PVC（polyvinyl chloride の略）8.7％、黒色プラスチック 10.8％、

金属 10.3％、ガラス・陶器 3.1％、木・布・紙など 7.9％となっています。 

 プラスチックは、機械選別が困難な黒色のものが 10.8％、RPF に適さない PVC が

8.7％であり、本施設において再資源化の対象となるものが 59.2％となっています。 

 

図 処理対象物の性状 

※調査した２試料の平均値 

（フルイサイズ 9.5ｍｍ以上） 

 

  

 

プラスチック

59.2%

ＰＶＣ

8.7%

黒色プラスチック

10.8%

金属

10.3%

ガラス・陶器

3.1%

木・布・紙など

7.9%
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５ 処理の方法（基本フロー）  

 処理対象物である不燃物残さを RPF 原料とするためには、無処理の状態での再生は不

可能であることから、鉄・非鉄類、ガラス・陶磁器類の回収除去を行なう必要があります。

さらに、プラスチック類には多くの PVC 等、塩素含有プラスチック類が含まれており、

除去の有無が品質に大きく影響することから、これらの除去を行ないます。 

 

６ 事業の期間  

 本施設の整備事業は、処理の確実性、優れた経済性の確保、優れた環境保全対策等を目

的とするものであることから、建設工事請負業者の選定にあたっては、建設費のみで選定

するのではなく、建設費とプラントメーカー等の有する能力を、総合的に評価する方式を

検討する必要があります。 

 事業期間は、契約の方法によって異なりますが、概ね次のように計画されています。 

平成 26 年度 施設基本計画設計 

平成 27 年度 施設発注手続き 

平成 28 年度 施設整備 

平成 29 年度 施設稼動 

 

  

不燃残渣 ＲＰＦ原料

鉄・非鉄
ガラス
陶磁器類

プラスチック類
（ＰＶＣ製）
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７ 事業の内容及び効果  

 鳥取県西部広域行政管理組合（仮称）プラスチック選別施設整備事業の内容及び効果は、

以下のとおりです。 

項目 目  的 内  容 効  果 

最
終
処
分
場
の
延
命
化 

最終処分量の削減 組合が埋立を行う最終処分場

は、埋立期限が迫っており、最

終処分量の削減が必要となって

いる。不燃物残渣に含まれるプ

ラスチック類及び金属類を回

収、資源化することにより、最

終処分量の削減を図る。 

1 年以上の埋立期間延命

化 

循
環
型
社
会
の
形
成
推
進 

資源の有効活用 

天然資源の消費抑制 

循環型社会の形成推進のた

め、利用可能なプラスチック類

を回収し、代替エネルギー原料

として活用する。 

また、処理工程において、金

属類を回収し、資源化を図る。 

代替エネルギー原料とし

ての活用 

約 1,000ｔ／年 

 

鉱物資源のリサイクル 

約 200ｔ／年 

 

 

第３節 計画目標年次における処理フロー（推計値）  

 第２章のごみ排出量見込みと第 1 節及び第 2 節の施設整備計画を加味した平成 32 年度

のごみ処理フローは、図のとおりとなります。 
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計 834.87

家庭系 0.37

計 0.37

家庭系 36.19

家庭系 70.64

計 70.64

計 0.04

集団回収量①

10.78

事業系古紙 資源化⑨

事業系

計 0.57

資源化⑧事業系食品リサイクル
リサイクル率（％） 16.8%

事業系 0.00

事業系 0.57 0.47

⑫ 金属類 1.27

小型家電 合計 166.72
資源化⑦家庭系 0.57

計 0.87 ⑪ プラスチック類 7.17

0.00

事業系 0.87 0.87 ⑩ 焼却灰 50.84

⑦ 小型家電 0.47

0.04

有害ごみ ⑧ 堆肥化 0.00
資源化⑥家庭系 0.87 ⑨ 紙類

0.83 0.61
⑤ 白色発泡スチロール・トレー 0.61

計 0.83
⑥ 水銀･金属類･カレット 0.87

紙パック 0.56

990.51
事業系 0.04 金属

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 0.21
家庭系 0.83

④ 再利用ビン

13.57

カレット 4.21

ペットボトル 4.51

プラスチック類 0.58

事業系

0.37

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 70.64

94.29

資源化④

142.18 その他 0.00
計 0.56

② クリーンセンター古紙

10.78

家庭系 0.04

牛乳パック
空きびんケース類 0.00

家庭系 0.56
金属類 0.38

事業系

①
集
団
回
収

古紙類 10.35

空きびん類 0.05

計 4.51
最終処分率（％） 6.5%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（g/人・日）

64.07
ペットボトル

資源化③家庭系 4.42

事業系 0.09 94.29

計 22.57 30.35

資源化⑪ 資源化⑫計 7.71

17.22 7.17 1.27
缶・ビン類

17.22
家庭系

不燃物残さ不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

8.45

事業系

計 36.19

不燃性粗大ごみ

家庭系 7.71
プラスチック 金属

事業系
不燃物残さ

21.10
不燃物残さ事業系 1.47

事業系 0.37 50.84

事業系 339.98 834.87
焼却不適物

2.19
クリーンセンター資源物持込分

焼却灰
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成32年度(目標年次)ごみ処理フロー（推計値、原単位）

事業系古紙、食品リサイクル含まない 単位：g/人･日

ダスト固化物

可燃ごみ
23.08

家庭系 494.89
焼却

再生業者に
直接売却

破
砕
・選
別
・圧
縮
・梱
包

原材料化

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

（
仮
称
）
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
選
別
施
設

最
終
処
分
場

民間処理施設

民間処理施設

クリーンセンター

水銀回収等

民間処理施設
堆肥化

民間処理施設
レアメタル等

事業者が
収集

事業系食品リサイクルと事業系古紙を含まない。

熱回収
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計 45,176

家庭系 20

計 20

家庭系 1,958

家庭系 3,822

計 3,822

計 2

事業系 18,397 45,176
焼却不適物

平成32年度(目標年次)ごみ処理フロー（推計値、重量）

事業系古紙、食品リサイクル含まない 単位：ｔ/年

ダスト固化物

可燃ごみ
1,249

家庭系 26,779

事業系 20 2,751

118
クリーンセンター資源物持込分

焼却灰
古紙類

資源化② 資源化⑩

不燃物残さ不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

457

事業系

計 1,958

不燃性粗大ごみ

家庭系 417
プラスチック 金属

事業系
不燃物残さ

1,142
不燃物残さ事業系 80

計 1,221

資源化⑪ 資源化⑫計 417

932 388 69
缶・ビン類

932
家庭系

計 244
最終処分率（％） 6.5%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

3,467
ペットボトル

資源化③家庭系 239

事業系 5 5,102

1,642

家庭系 2

牛乳パック
空きびんケース類 0

家庭系 30
金属類 21

事業系

①
集
団
回
収

古紙類 560

空きびん類 3

事業系

20

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 3,822

5,102

資源化④

7,694 その他 0
計 30

② クリーンセンター古紙

583

47

紙パック 30

53,598
事業系 2 金属

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 11
家庭系 45

④ 再利用ビン

735

カレット 228

ペットボトル 244

プラスチック類 31

⑦ 小型家電 26

2

有害ごみ ⑧ 堆肥化 0
資源化⑥家庭系 47 ⑨ 紙類

45 33
⑤ 白色発泡スチロール・トレー 33

計 45
⑥ 水銀･金属類･カレット

計 47 ⑪ プラスチック類 388

0

事業系 47 47 ⑩ 焼却灰 2,751

事業系 31 26

⑫ 金属類 69

小型家電 合計 9,022
資源化⑦家庭系 31

計 31

資源化⑧事業系食品リサイクル
リサイクル率（％） 16.8%

事業系 0

集団回収量①

583

事業系古紙 資源化⑨

事業系 0

焼却

再生業者に
直接売却

破
砕
・選
別
・圧
縮
・梱
包

原材料化

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

（
仮
称
）
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
選
別
施
設

最
終
処
分
場

民間処理施設

民間処理施設

クリーンセンター

水銀回収等

民間処理施設
堆肥化

民間処理施設
レアメタル等

事業者が
収集

熱回収

事業系食品リサイクルと事業系古紙を含まない。
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計 834.87

家庭系 0.37

計 0.37

家庭系 36.19

家庭系 70.64

計 70.64

計 0.04

23.1%
事業系 47.42 47.42 20.39

集団回収量①

10.78

事業系古紙 資源化⑨

事業系 68.07 68.07

事業系 0.57 0.47

計 0.57

資源化⑧事業系食品リサイクル
リサイクル率（％）

⑫ 金属類 1.27

小型家電 合計 255.18
資源化⑦家庭系 0.57

事業系 0.87 0.87 ⑩ 焼却灰 50.84

計 0.87 ⑪ プラスチック類 7.17

0.47

0.04

有害ごみ ⑧ 堆肥化 20.39

68.07資源化⑥家庭系 0.87 ⑨ 紙類

0.83 0.61
⑤ 白色発泡スチロール・トレー

⑦ 小型家電

再利用ビン

1,106.00
事業系 0.04 金属 13.57

カレット 4.21

0.61
計 0.83

⑥ 水銀･金属類･カレット 0.87

事業系

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 0.21
家庭系 0.83

④

0.56
② クリーンセンター古紙 0.37

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 70.64

94.29

資源化④

ペットボトル 4.51

プラスチック類 0.58

紙パック 0.56

5.8%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（g/人・日）

金属類 0.38
事業系

①
集
団
回
収

古紙類 10.35

空きびん類 0.05
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計 45,176

家庭系 20

計 20

家庭系 1,958

家庭系 3,822

計 3,822

計 2

事業系 20 2,751

平成32年度(目標年次)ごみ処理フロー（推計値、重量）

事業系古紙、食品リサイクル含む 単位：ｔ/年

ダスト固化物

可燃ごみ
1,249

家庭系 26,779

焼却不適物

118
クリーンセンター資源物持込分

焼却灰
古紙類

資源化② 資源化⑩

事業系 18,397 45,176

不燃物残さ不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

457

事業系

計 1,958

不燃性粗大ごみ

家庭系 417
プラスチック 金属

事業系
不燃物残さ

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

資源化⑪ 資源化⑫計 417

932 388 69
缶・ビン類

932
家庭系 1,142

不燃物残さ事業系 80

計 1,221 1,642

3,467
ペットボトル

資源化③家庭系 239

事業系 5 5,102

計 244
最終処分率（％） 5.8%

古紙類

30

11

①
集
団
回
収

古紙類 560

空きびん類 3

20

牛乳パック
空きびんケース類 0

家庭系 30
金属類 21

事業系

計 30
② クリーンセンター古紙

5,102

資源化④

7,694 その他 0

583

紙パック

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 3,822

家庭系 2

59,847
事業系 2 金属

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他
家庭系 45

33
⑤ 白色発泡スチロール・トレー

④ 再利用ビン

735

カレット 228

ペットボトル 244

プラスチック類 31

計 47 ⑪ プラスチック類

⑦ 小型家電 26

2

有害ごみ ⑧ 堆肥化 1,103

33
計 45

⑥ 水銀･金属類･カレット 47

事業系 45

事業系古紙 資源化⑨

事業系

69

小型家電 合計 13,808
資源化⑦家庭系 31

2,751

事業系 31 26

⑫ 金属類
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集団回収量①
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リサイクル率（％） 23.1%
事業系 2,566 2,566 1,103

3,683 3,683

焼却

再生業者に
直接売却

破
砕
・選
別
・圧
縮
・梱
包

原材料化

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

（
仮
称
）
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
選
別
施
設

最
終
処
分
場

民間処理施設

民間処理施設

クリーンセンター

水銀回収等

民間処理施設
堆肥化

民間処理施設
レアメタル等

事業者が
収集

熱回収



84 

 

第５章 数値目標 
 

 これまでの一般廃棄物の処理実績及び国・県の目標値、今後実施する施策の効果等を勘

案し、平成２６年度を基準年度、平成３２年度を目標年度として、次のとおり設定します。 

 なお、一般廃棄物処理基本計画では、本市の区域内で発生する一般廃棄物の流れを可能

な限り把握することが必要であるため、事業系食品残さ、事業系古紙を含む計画とします

が、目標値は、他の団体と比較するため、事業系食品残さ、事業系古紙を含まない値とし

ます。 

 また、第２次基本計画では、外国人を含まない人口としていましたが、平成２４年度か

ら住民基本台帳登録人口に外国人人口が含まれることとなり、一般廃棄物処理事業実態調

査においても、外国人を含む人口で調査が行われていることから、目標値は、外国人人口

を含めた値とします。 

 

第１節 １人１日当たりのごみ排出量 

一人 1 日あたりのごみ排出量の目標値 980g※ 

家庭系ごみ ６３２ｇ/人・日 

集団回収   １１ｇ/人・日 

事業系ごみ ３３７ｇ/人・日 

※ 平成１２年度の米子市のごみ排出量から２５％削減した数値を、Ｈ26.10 の外国人

を含む人口で換算した値 

990ｇ/人・日×148,751 人/149,911 人（Ｈ26 人口）＝982≒980ｇ/人・日 

※ 事業系古紙、事業系食品リサイクルの推計値を含めた場合 

1,096ｇ/人・日となります。 

 

１ 家庭系ごみ、集団回収の目標値 

 家庭系の可燃ごみは、微増傾向にありますが、平成 32 年度の推計値と比較して約５g/

人・日減量することを目標とします。 

 不燃ごみ・不燃粗大ごみは、事業系の不燃ごみ・不燃粗大ごみとして計上されていたも

のを加えて推計したため、増加する推計となっていますが、平成２６年度の家庭系不燃ご

み・不燃粗大ごみの排出量を超えないことを目標とします。 

 資源物及び有害ごみは、推計値の水準を目標とします。 

 集団回収は、推計値の水準を目標とします。 
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表 家庭系ごみ、集団回収の目標値 

（単位：ｇ/人・日） 

年  度 H26 H32 推計 H32 目標 摘要 

家 
 

 

庭 
 

 

系 

可燃ごみ 490.49 494.89 490.00  推計比△5 を目標 

不燃ごみ 35.16 36.19 35.16  
H26 実績値を目標 
（事業系を含む） 

不燃性粗大ごみ 7.89 7.71 7.89  

資 

源 

物 

白色発泡スチロール・トレー 0.90 0.83 0.83  

推計値を目標 

缶・ビン類 21.69 21.10 21.10  

ペットボトル 4.51 4.42 4.42  

牛乳パック 0.59 0.56 0.56  

再利用ビン 0.08 0.04 0.04  

古
紙
類 

新聞・チラシ 40.56 33.56 33.56  

本・雑誌・雑がみ 24.68 23.21 23.21  

ダンボール・紙箱 14.54 13.87 13.87  

クリーンセンター分 0.37 0.37 0.37  

小型家電 0.22 0.57 0.57  

有
害
ご
み 

乾電池 0.55 0.61 0.61  

蛍光管・水銀体温計 0.28 0.26 0.26  

計 642.52 638.19 632.46  632ｇ/人・日 

集
団
回
収 

古紙類 11.47 10.35 10.35  

推計値を目標 

空瓶類 0.08 0.05 0.05  

空瓶ケース類 0.00 0.00 0.00  

金属類 0.46 0.38 0.38  

その他 0.00 0.00 0.00  

計 12.01 10.78 10.78  11ｇ/人・日 
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２ 事業系ごみの目標値 

 可燃ごみは微減傾向にありますが、さらに減量を進め平成 32 年度の推計値と比較して

約５g/人・日減量することを目標とします。 

 不燃ごみ・不燃粗大ごみは、リサイクルプラザでの搬入監視の結果、事業系の搬入はな

いものとし、家庭系へ合算しました。 

 資源物は、推計値の水準を目標とします。 

 

表 事業系ごみの目標値 

（単位：ｇ/人・日） 

年  度 H26 H32 推計 H32 目標 摘要 

事
業
系 

可燃ごみ 339.01 339.98 335.00  推計比△5 を目標 

不燃ごみ 0.00 0.00 0.00  
推計値を目標 
 
※不燃ごみ・不燃
粗大ごみは、家
庭系へ 

不燃性粗大ごみ 0.00 0.00 0.00  

資源物 
缶・ビン類 2.09 1.47 1.47  

ペットボトル 0.10 0.09 0.09  

計 347.21 341.54 336.56  337ｇ/人・日 

 

 

第２節 リサイクル率 
 平成２６年度実績の水準を目標とします。 

リサイクル率 17.7％※ 

※ 事業系古紙、事業系食品リサイクルの推計値を含めた場合 

２４.３％となります。 

 

第３節 最終処分率 
 ごみ排出量とリサイクル率を達成したときの最終処分率を目標とします。 

最終処分率 5.7％※ 

※ 事業系古紙、事業系食品リサイクルの推計値を含めた場合 

5.１％となります。 
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第４節 可燃ごみ１トン当たりのエネルギー回収量 
 米子市クリーンセンターにおいて処理した可燃ごみ1トンあたりのエネルギー回収量は、

平成 26 年度実績の水準を維持することを目標とします。 

可燃ごみ１トン当たりのエネルギー回収量 388kWh/t※ 

※ 国の第三次循環型社会形成推進基本計画のなかで、「低炭素社会づくりとの統合的

取り組み」との考え方が示されており、第３次基本計画において新設する目標 

※ 平成２６年度の実績値（他市町村のごみを含めた焼却量に対する発電量）を目標

とします。 

Ｈ26発電機電力量18,537,710kWh÷処理量（45,388.16+993.63+1,385.29） 

          ＝388kWh/t 

 

第５節 重点施策 
 第３次基本計画では、ごみの排出状況の現状に鑑み、次の３つを重点施策とします。 

 

１ 事業系ごみの削減 

 県内市町村、類似団体と比較して事業系ごみが多いため、これを削減することを重点施

策とします。 

 

２ 紙のリサイクルの推進 

 クリーンセンターには、紙ごみが多く搬入されており、これを削減することを重点施策

とします。 

 

３ 水切りの徹底 

 収集運搬に必要なエネルギーの削減やクリーンセンターの熱回収率の向上のため、厨芥

類の水切りの徹底を重点施策とします。 

 

第６節 目標年次における処理フロー（目標値） 
 平成３２年度（目標年次）において、目標値を達成したときの処理フローは、図のとお

りとなります。 
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計 825.00

家庭系 0.37

計 0.37

家庭系 36.19

家庭系 70.64

計 70.64

計 0.04

焼却不適物

2.16
クリーンセンター資源物持込分

焼却灰
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成32年度(目標年次)ごみ処理フロー（目標値、原単位）
単位：g/人･日

ダスト固化物

可燃ごみ
22.81

家庭系 490.00

事業系 0.37 50.85

事業系 335.00 825.00

不燃物残さ不燃ごみ

ご
み
総
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出
量

7.63

事業系

計 36.19

不燃性粗大ごみ

家庭系 7.71
プラスチック 金属

事業系
不燃物残さ

21.10
不燃物残さ事業系 1.47

資源化⑪ 資源化⑫計 7.71

14.99 6.25 1.11
缶・ビン類

14.99
家庭系

計 4.51
最終処分率（％） 5.7%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（g/人・日）

56.33
ペットボトル

資源化③家庭系 4.42
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計 44,642

家庭系 20

計 20

家庭系 1,958

家庭系 3,822

計 3,822

計 2

焼却不適物
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クリーンセンター資源物持込分
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資源化② 資源化⑩
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排
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計 825.00

家庭系 0.37

計 0.37

家庭系 36.19

家庭系 70.64

計 70.64

計 0.04

集団回収量①

10.78

事業系古紙 資源化⑨

事業系 68.07 68.07

計 0.57

資源化⑧事業系食品リサイクル
リサイクル率（％） 24.3%

事業系 47.42 47.42 23.90

事業系 0.57 0.47

⑫ 金属類 1.11

小型家電 合計 265.82
資源化⑦家庭系 0.57

計 0.87 ⑪ プラスチック類 6.25

68.07

事業系 0.87 0.87 ⑩ 焼却灰 50.85

⑦ 小型家電 0.47

0.04

有害ごみ ⑧ 堆肥化 23.90
資源化⑥家庭系 0.87 ⑨ 紙類

0.83 0.61
⑤ 白色発泡スチロール・トレー 0.61

計 0.83
⑥ 水銀･金属類･カレット 0.87

紙パック 0.56

1,096.13
事業系 0.04 金属

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 0.21
家庭系 0.83

④ 再利用ビン

20.00

カレット 6.00

ペットボトル 4.51

プラスチック類 0.58

事業系

0.37

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 70.64

102.50

資源化④

142.18 その他 0.00
計 0.56

② クリーンセンター古紙

10.78

家庭系 0.04

牛乳パック
空きびんケース類 0.00

家庭系 0.56
金属類 0.38

事業系

①
集
団
回
収

古紙類 10.35

空きびん類 0.05

計 4.51
最終処分率（％） 5.1%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

56.33
ペットボトル

資源化③家庭系 4.42

事業系 0.09 102.50

計 22.57 23.73

資源化⑪ 資源化⑫計 7.71

14.99 6.25 1.11
缶・ビン類

14.99
家庭系

不燃物残さ不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

7.63

事業系

計 36.19

不燃性粗大ごみ

家庭系 7.71
プラスチック 金属

事業系
不燃物残さ

21.10
不燃物残さ事業系 1.47

事業系 0.37 50.85

事業系 335.00 825.00
焼却不適物

2.16
クリーンセンター資源物持込分

焼却灰
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成32年度(目標年次)ごみ処理フロー（目標値、原単位）

事業系古紙・事業系食品リサイクル含む 単位：g/人･日

ダスト固化物

可燃ごみ
22.81

家庭系 490.00
焼却

再生業者に
直接売却

破
砕
・選
別
・圧
縮
・梱
包

原材料化

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

（
仮
称
）
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
選
別
施
設

最
終
処
分
場

民間処理施設

民間処理施設

クリーンセンター

水銀回収等

民間処理施設
堆肥化

民間処理施設
レアメタル等

事業者が
収集

熱回収
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計 44,642

家庭系 20

計 20

家庭系 1,958

家庭系 3,822

計 3,822

計 2

ダスト固化物

可燃ごみ
1,234

家庭系 26,515

焼却不適物

117
クリーンセンター資源物持込分

焼却灰
古紙類

資源化② 資源化⑩

平成32年度(目標年次)ごみ処理フロー（目標値、重量）

事業系古紙・事業系食品リサイクル含む 単位：ｔ/年

事業系 20 2,752

事業系 18,127 44,642

不燃物残さ不燃ごみ

ご
み
総
排
出
量

413

事業系

計 1,958

不燃性粗大ごみ

家庭系 417
プラスチック 金属

事業系
不燃物残さ

1,142
不燃物残さ事業系 80

計 1,221 1,284

資源化⑪ 資源化⑫計 417

811 338 60
缶・ビン類

811
家庭系

計 244
最終処分率（％） 5.1%

古紙類

事業系 資源化量内訳　　単位（ｔ）

3,048
ペットボトル

資源化③家庭系 239

事業系 5 5,546

家庭系 2

牛乳パック
空きびんケース類 0

家庭系 30
金属類 21

事業系

①
集
団
回
収

古紙類 560

空きびん類 3

事業系

20

再利用びん ③
リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

紙類 3,822

5,546

資源化④

7,694 その他 0
計 30

② クリーンセンター古紙

583

47

紙パック 30

59,313
事業系 2 金属

白色発泡スチロール・トレー

資源化⑤ その他 11
家庭系 45

④ 再利用ビン

1,082

カレット 325

ペットボトル 244

プラスチック類 31

⑦ 小型家電 26

2

有害ごみ ⑧ 堆肥化 1,293
資源化⑥家庭系 47 ⑨ 紙類

45 33
⑤ 白色発泡スチロール・トレー 33

計 45
⑥ 水銀･金属類･カレット

計 47 ⑪ プラスチック類 338

3,683

事業系 47 47 ⑩ 焼却灰 2,752

事業系 31 26

⑫ 金属類 60

小型家電 合計 14,384
資源化⑦家庭系 31

計 31

資源化⑧事業系食品リサイクル
リサイクル率（％） 24.3%

事業系 2,566 2,566 1,293

集団回収量①

583

事業系古紙 資源化⑨

事業系 3,683 3,683

焼却

再生業者に
直接売却

破
砕
・選
別
・圧
縮
・梱
包

原材料化

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

リ
サ
イ
ク
ル
プ
ラ
ザ

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

（
仮
称
）
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
選
別
施
設

最
終
処
分
場

民間処理施設

民間処理施設

クリーンセンター

水銀回収等

民間処理施設
堆肥化

民間処理施設
レアメタル等

事業者が
収集

熱回収
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第６章 循環型社会実現のための施策 
第１節 ４R の推進 

１ 家庭系ごみ 

 ○家庭系生ごみの減量 

 家庭系可燃ごみの約 50％を占める生ごみを減量するため、ダンボール箱を利用した

堆肥づくりの普及促進、生ごみ処理機・処理容器の購入費補助などに継続して取り組み

ます。 

 また、食品の使い切り、食べ切り、水切りについて啓発し、生ごみの減量を促進しま

す。 

 

 ○レジ袋の削減 

 鳥取県、市町村、事業者、消費者団体で組織された「ノーレジ袋推進協議会」と連携

し、レジ袋の削減を促進するとともに、マイバッグ運動を促進します。 

 

 ○リサイクルショップの活用 

 認定制度を新設してリサイクルショップの情報を収集し、ホームページ等により周知

します。 

 

 ○小型家電リサイクル 

 平成２６年１１月から開始した小型家電リサイクルに継続して取り組むとともに、市

内の認定事業者の情報を収集し、ごみカレンダー等により周知します。 

 

 ○店頭回収の充実 

 鳥取県と連携して店頭回収の情報を収集し、ホームページ等により周知します。 

 

 ○その他 

 他市において実施されている家庭系ごみの排出抑制等に関する施策を調査・研究しま

す。 

 

２ 事業系ごみ 

 ○鳥取県グリーン購入基本方針 

 鳥取県と連携し、グリーン購入の普及促進のため必要な情報の提供を行ないます。 

 

 ○TEAS、KES の導入 

鳥取県と連携し、鳥取県版環境管理システム（ＴＥＡＳ）、環境マネジメントシステ

ム・スタンダード（ＫＥＳ）の認証取得について必要な情報の提供を行ないます。 
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 ○多量排出事業者に対する指導等 

他都市の事例等を参考にし、多量排出事業者の認定、多量排出事業者に対する指導等

の制度を検討します。 

また、事業者に対してごみの減量、適正排出、廃棄物処理法の制度などを啓発し、事

業系ごみの減量、適正処理とリサイクル率向上を促進します。 

 

 ○市役所ごみの減量・リサイクルの実施 

市役所においては、「第３次環境にやさしい米子市役所率先実行計画」に基づき、省

エネルギー、資源リサイクル、その他の環境保全活動を率先して実行することにより、

温室効果ガス排出量の削減を中心とした環境への負荷の低減を図るとともに、毎年度

「米子市グリーン購入調達方針」を定め、環境負荷の低減に資するものとします。 

 

 ○各種リサイクル法の周知 

 食品リサイクル法などの各種リサイクル法を周知し、事業系ごみの削減、リサイクル

を促進します。 

 

 ○その他 

 他市において実施されている事業系ごみの排出抑制等に関する施策を調査・研究しま

す。 

 

第２節 環境教育、普及啓発の充実 
 ○環境教育・環境学習 

自治会、リサイクル推進員等と連携して、地域におけるごみの発生抑制・排出抑制等

の啓発を推進します。また、社会科見学などの機会を捉えて小中学生に対しごみに関す

る啓発を実施するほか、高校、大学についても分別説明会の実施等により、環境教育・

環境学習の場を広げていきます。 

ごみ情報誌「よなごみ通信」を発行してごみに関する各種の情報を提供し、ごみの排

出抑制、リサイクルを促進します。また、ごみの排出抑制等を記載した事例集を発行し、

ごみの排出抑制を促進します。また、「ごみ分別収集カレンダー」、「家庭ごみの分別・

出し方早見表」、ホームページにより分別ルールを周知します。 

※ ごみ以外の環境教育、啓発普及については、環境基本計画に記載します。 

 

第３節 低炭素社会との調和 
○米子市クリーンセンターにおける熱回収、灰溶融炉の休止 

 循環型社会づくりと低炭素社会づくりとの統合的取り組みの観点から、米子市クリー

ンセンターにおいて廃棄物発電により熱回収するとともに、平成２８年度から灰溶融炉

を休止し、二酸化炭素排出量の削減に取り組みます。 
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○エコスラグセンターの機能転換 

 循環型社会づくりと低炭素社会づくりとの統合的取り組みの観点から、鳥取県西部広

域行政管理組合リサイクルプラザの不燃物残さをエコスラグセンターで溶融すること

をとりやめ、有効利用できるプラスチックを選別する施設へ機能転換し、二酸化炭素排

出量の削減に取り組みます。 

 

○ごみ減量による温室効果ガスの排出抑制 

 「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針」（H19.6

環境省策定、H25.4 改訂）に記載されている中間処理施設における温室効果ガスの排出

量の算出方法により米子市クリーンセンター、鳥取県西部広域行政管理組合リサイクル

プラザ及びプラスチック選別施設から排出される温室効果ガスの量を周知し、ごみ減量

による温室効果ガスの排出抑制を促進します。 

 

第４節 廃棄物の適正処理 

１ 収集・運搬体制 

 ごみの収集運搬については、効率的・効果的な収集運搬体制を継続します。 

 家庭系ごみについては、委託業者により収集を行うこととし、ステーション収集への

統一を推進するとともに、高齢者世帯の増加など社会情勢の変化に対応した収集運搬体

制を検討します。 

事業系ごみについては、事業者自ら運搬又は許可業者による収集を行うこととし、許

可業者については、ごみの量に応じ、健全な事業継続ができる許可業者数、車両数とし

ます。 

 可燃物と不燃物の混合ごみ、分解が困難なごみ、処理困難物として市では収集しない

ごみ等の家庭での分別や処理が難しいごみについて、特別収集、拠点回収等を検討しま

す。 

 

２ 分別区分 

 家庭系ごみの分別区分は、現行の分別区分を基本とし、必要に応じて見直しを検討し

ます。 

 事業系ごみは、現行のとおり事業者自らの責任において処理を行います。 

 

３ 中間処理計画 

 排出抑制、資源化により処理量を極力削減した後のごみについては、米子市クリーン

センター、鳥取県西部広域行政管理組合リサイクルプラザ及び（仮称）プラスチック選

別施設並びに民間事業者（委託業者、一般廃棄物処理業許可業者）の処理施設で処理し

ます。 

 可燃ごみについては、米子市クリーンセンターにおいて焼却処理し、焼却処理後の灰

はセメント化等により有効活用を図ります。 



95 

 

 不燃・不燃粗大ごみ、資源ごみについては、鳥取県西部広域行政管理組合リサイクル

プラザにおいて破砕、選別、梱包などの処理により、再生利用を行ないます。鳥取県西

部広域行政管理組合リサイクルプラザから排出される不燃物残さにはプラスチックが

多く含まれるため、新たに鳥取県西部広域行政管理組合（仮称）プラスチック選別施設

を整備し、廃プラスチックの有効活用を図ります。 

 

４ 最終処分計画 

 中間処理した後のごみについては、鳥取県西部広域行政管理組合が委託をしている民

間の最終処分場において埋立て処理を行います。 

 次期最終処分場の確保が課題となっているため、鳥取県西部広域行政管理組合並びに

組合の構成市町村と協議しながら、処分場の確保を図ります。 

 

５ 不法投棄対策 

 ごみの不法投棄を防止するための啓発を図るとともに、巡回パトロールの実施など監

視・通報・処理体制の強化と行政機関との連携の強化を図ります。 

 また、自治会、米子市環境をよくする会、不法投棄監視員等との連携により、不法投

棄を防止する効果的な施策の実施について検討します。 

 

６ 災害廃棄物対策 

 災害発生時には、「米子市地域防災計画」に定めた清掃計画に基づき、災害時に発生

するごみ（がれき、生活ごみ等）の適正な処理を行います。また、県、鳥取県西部広域

行政管理組合、周辺市町村、関係団体との協力体制の整備を図ります。 

災害廃棄物対策については、平成２３年３月に発生した東日本大震災の経験を踏まえ、

「災害廃棄物対策指針」（平成２６年３月環境省）が策定されており、国、県の計画を

踏まえ、災害廃棄物処理計画の策定を検討します。 

 

７ 海岸漂着物対策 

 海岸漂着物の対策については、平成２１年７月に施行された海岸廃棄物処理推進法と

平成２４年３月に策定された鳥取県海岸漂着物地域計画に基づき、地域住民やボランテ

ィアによる清掃等地域活動の推進、支援や海岸管理者との連携、協力に努めます。 

 

第５節 広域連携の推進 

１ 他市町村のごみの受入 

 鳥取県西部広域行政管理組合が策定した「平成２８年度以降の鳥取県西部圏域の可燃

ごみ処理計画」に基づき、平成２８年度から境港市の可燃ごみを米子市クリーンセンタ

ーで受け入れ、処理を行います。 

 これにより、米子市クリーンセンターでは、境港市、日吉津村、大山町の一部の可燃

ごみを処理することになります。 
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２ 米子市クリーンセンターの維持管理（ストックマネジメント） 

 国の「廃棄物処理施設整備計画」（平成２５年５月閣議決定）に示されている廃棄物

処理システムの方向性に基づき、ストックマネジメントの手法を導入し、米子市クリー

ンセンターの計画的な維持管理を行い、長寿命化・延命化を図ります。 

また、米子市クリーンセンターの基幹的設備改良工事の実施にあたっては、省エネル

ギー化を実施し、地球温暖化防止に努めます。 

 

第６節 各主体の役割 

１ 市の役割 

（１）仕組みづくり 

 ・４R の推進について、市民や事業者の参加を促進する仕組みを構築します。 

（２）安全で効率的な処理システムの構築 

・環境負荷の軽減を念頭においた安全で効率的な処理システムの構築を推進します。 

（３）排出者としての取り組み 

 ・ごみの排出事業者として、率先してごみを出さない事業活動に取り組みます。 

 

２ 市民の役割 

・分別区分の遵守や各種施策への参加など、４R の推進に向けた取組みに協力します。 

・地域における集団回収や環境美化活動に積極的に参加します。 

 

３ 事業者の役割 

（１）生産者として 

・各種リサイクル法に規定する拡大生産者責任を踏まえ、生産、流通、販売等の段階

で商品やサービスから発生するごみの減量化に取り組みます。 

・率先して資源物や処理困難物などを回収します。 

（２）排出者として 

・自己処理責任の原則のもと、ごみ排出者としての自覚と責任をもち、ごみを出さな

い事業活動に取り組みます。 
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第７章 計画の周知と進行管理 
第１節 計画の周知 
計画を効果的に推進していくためには、市民・事業者・行政それぞれが、自らの役割を

十分に認識し、積極的な取り組みを行っていくことが不可欠です。そのため、計画の内容

を市の広報、ホームページ等により、広く市民や事業者、関係団体等に対して周知します。 

 

第２節 計画の進行管理 
計画の着実な推進を図り、ごみ減量化等の目標を達成するためには、取り組み状況や目

標値の達成状況などを定期的にチェック・評価し、施策の改善を行っていくことが必要で

す。 

この考えに基づき、本計画は、Ｐｌａｎ(計画の策定)、Ｄｏ(施策の実行)、Ｃｈｅｃｋ(点

検・評価)、Ａｃｔｉｏｎ(見直し・改善)のＰＤＣＡサイクルにより、目標値の達成状況・

施策の取り組み状況を評価し、継続的に計画の改善を図っていきます。 



 


